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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、自己株式取得方式によるストックオプショ

ン制度及び新株予約権方式におけるストックオプション制度を採用していますが、希薄化効果を有しないこ

とから記載していません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 113,134 109,388 119,541 116,362 122,226

経常利益 (百万円) 2,179 2,056 2,265 3,609 2,838

当期純利益 (百万円) 1,157 1,084 1,374 1,886 1,602

純資産額 (百万円) 18,160 19,433 20,186 22,158 22,072

総資産額 (百万円) 58,358 57,777 56,897 58,240 63,398

１株当たり純資産額 (円) 146.67 157.47 164.30 179.81 181.79

１株当たり当期純利益 (円) 9.00 8.61 11.03 15.34 13.14

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 8.61 11.02 15.30 13.11

自己資本比率 (％) 31.1 33.6 35.5 38.0 34.8

自己資本利益率 (％) 6.3 5.8 6.9 8.9 7.2

株価収益率 (倍) 19.11 25.55 24.03 28.03 22.83

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,228 3,701 3,129 2,472 2,504

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,596 △822 △2,172 892 △1,526

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,839 △4,419 △920 △3,450 △835

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 1,973 433 470 384 528

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 1,211
〔85〕

1,141
〔89〕

1,092
〔66〕

1,083
〔71〕

1,055
〔65〕



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、自己株式取得方式によるストックオプショ

ン制度及び新株予約権方式におけるストックオプション制度を採用していますが、希薄化効果を有しないこ

とから記載していません。 

３ 従業員数は、出向者(当事業年度82名)を除いて記載しています。 

  

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 88,015 94,019 101,102 97,808 103,996

経常利益 (百万円) 1,631 1,623 1,264 2,730 2,182

当期純利益 (百万円) 454 916 831 1,465 1,392

資本金 (百万円) 7,411 7,411 7,411 7,411 7,411

発行済株式総数 (株) 129,309,932 129,309,932 129,309,932 129,309,932 129,309,932

純資産額 (百万円) 15,764 16,868 17,077 18,625 18,341

総資産額 (百万円) 49,597 49,347 47,346 48,370 53,220

１株当たり純資産額 (円) 127.30 136.69 138.97 151.14 151.06

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額)

(円)

(円)

4

(―)

4.5

(―)

5

(―)

6.5

(―)

6.5

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 3.44 7.27 6.60 11.92 11.41

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 7.27 6.60 11.88 11.39

自己資本比率 (％) 31.8 34.2 36.1 38.5 34.5

自己資本利益率 (％) 2.8 5.6 4.9 8.2 7.5

株価収益率 (倍) 50.00 30.26 40.15 36.07 26.29

配当性向 (％) 116.3 61.9 75.8 54.5 56.9

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 539
〔17〕

493
〔22〕

440
〔19〕

430
〔22〕

420
〔20〕



２ 【沿革】 

  

 

年月 事項

昭和６年８月 国内外における食料及び配合飼料の製造の必要性に着目し、資本金15万円で日本栄養食

料株式会社として設立．本社を横浜市神奈川区新浦島町二丁目２番地に置き、配合飼料

の製造開始

９ 10 坂出工場開設

17 ３ 日本農産工業株式会社に商号変更

26 ２ 門司工場開設

27 ４ 中央研究所開設

34 ２ 東京証券取引所第一部上場

36 10 大阪証券取引所第一部上場

37 ９ 小樽工場開設

42 ２ 名古屋証券取引所第一部上場

７ 連結子会社ペットライン株式会社を設立

43 ５ 神戸工場開設

44 ２ 連結子会社房総ファーム株式会社を設立

７ 
 

㈱ジャパンファーム（持分法適用会社）を三菱商事㈱、日清製粉㈱、日本ハム㈱、菱和

飼料㈱との合弁で設立

45 ９ 塩釜工場開設

10 日本蛋白飼料株式会社を合併(船橋工場)

46 12 東急エビス産業株式会社、菱和飼料株式会社と合併(資本金54億１千万円)

北海道、東北、関東、中部、関西、九州各支店．知多、福岡工場開設

47 ２ 四国支店開設

48 ７ 連結子会社株式会社ノーサン・エミーを設立

11 本牧工場(現在の横浜工場)開設

56 ２ 中央研究所を横浜市から船橋市に移転

59 ９ 横浜市西区北幸一丁目11番20号に本社移転

61 １ 連結子会社株式会社ノーサンフーズを設立

62 ２ 連結子会社ノーサン食品株式会社を設立

４ 九州支店を北九州支店に改称．南九州支店開設

７ 志布志工場開設

63 ８ 事業目的にソフトウェアの販売、および各種サービス業などを追加

11 門司工場閉鎖

平成元年３月 ㈱ジャパンフィード(持分法適用会社)を日清製粉㈱、㈱ニチロ、三菱商事㈱との合弁で

設立

10 関西支店と四国支店を統合し、西日本支店開設

２ ２ 釜石飼料㈱(持分法適用会社)を丸紅飼料㈱、丸紅㈱、三菱商事㈱との合弁で設立

12 水島工場開設

３ ３ 船橋、神戸、坂出工場閉鎖

５ ７ 現在地(横浜市西区みなとみらい二丁目２番１号)に本社移転

関東支店を横浜市から東京都台東区に移転



  

 
  

年月 事項

10 多治見工場開設

６ １ 中央研究所を船橋市からつくば市に移転

３ 福岡工場閉鎖

４ 北九州支店と南九州支店を統合し、九州支店と改称

８ ６ 事業目的に酒類および清涼飲料の製造、販売を追加

９ ４ 営業本部制を導入

11 ４ ときめきファーム㈱(持分法適用会社)を三菱商事㈱、米久㈱との合弁で設立

６ 中部支店を名古屋市から知多市に移転

13 ６ 商号英文表示を「NIHON NOSAN KOGYO K.K.」から「Nosan Corporation」に変更

７ 道東飼料㈱(持分法適用会社)を三菱商事㈱、雪印種苗㈱との合弁で設立

８ ㈱フレッシュキッチン(持分法適用会社)を三菱商事㈱との合弁で設立

14 ９ 連結子会社㈱ノーサンフーズおよびノーサン食品㈱を解散し、フードリンク㈱（持分法

適用会社）を三菱商事㈱との合弁で設立

11 ㈱ニチロより株式を譲受し、㈱ジャパンフィードを連結子会社化

15 ３ 小樽工場閉鎖

11 名古屋証券取引所第一部の上場を廃止

16 ６ 多治見工場を連結子会社ペットライン㈱へ移譲

７ 北海道支店を小樽市から帯広市に移転

17 ５ 仙台飼料㈱（持分法適用会社）を日本配合飼料㈱、明治飼料㈱、三井物産㈱、三菱商事

㈱との合弁で設立



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、穀物を主原料とする飼料の製造販売及び食品、畜産物の取扱いを主目的とし、この

ほか食品関連事業及びライフテック関連事業を行っており当社を中心として子会社17社(すべて連結子会

社)、関連会社9社(すべて持分法適用会社)、その他の関係会社１社で構成されています。 

当社及び子会社並びに関連会社等の当該事業における位置づけは下記のとおりです。 

◇当社の主たる業務は次のとおりです。 

  

 
  

◇子会社及び関連会社の主たる業務は次のとおりです。 

  

 
  

◇当社とその他の関係会社との事業上の関係は次のとおりです。 

  

 
  

事業の種類 主たる業務

飼料事業 鶏用飼料、豚用飼料、牛用飼料及び魚用飼料

食品事業 ヨード卵、ヨード卵関連商品、鶏卵

ライフテック事業 ペットフード、馬用飼料、実験動物及び実験動物用飼料、バイオ関連商品

その他事業 建築請負

事業の種類 区分 主たる業務 子会社及び関連会社名

飼料事業

飼料販売会社 飼料及び関連商品の販売 連結子会社

北海道ノーサン商事㈱、東北ノーサン商事㈱ 

関東ノーサン商事㈱、東海北陸ノーサン商事㈱ 

九州ノーサン商事㈱

農場 畜産物の生産及び販売
連結子会社 ㈱阿蘇高原ファーム、㈱九州ノーサンファーム

関連会社 ㈱ジャパンファーム 〔持分法適用会社〕

飼料製造会社 飼料の製造

連結子会社 ㈱ジャパンフィード

関連会社
釜石飼料㈱、道東飼料㈱、仙台飼料㈱〔持分法適用会

社〕

食肉の処理 

加工会社
食肉の加工及び販売 関連会社

宮崎サンフーズ㈱、ときめきファーム㈱ 

㈱フレッシュキッチン〔持分法適用会社〕

食肉・加工品 

販売会社
食肉及び加工品の販売 関連会社 フードリンク㈱ 〔持分法適用会社〕

食品事業

農場 畜産物の生産及び販売 連結子会社 房総ファーム㈱、㈱北海道中央種鶏場

鶏卵販売会社 鶏卵の販売 連結子会社
㈱ノーサンエッグ、㈱ノーサン・エミー 

四国ノーサンエッグ㈱

ライフテック 

事業

アメニティ 

関連会社

ペットフードの製造・販売及

び関連商品の販売
連結子会社 ペットライン㈱

バイオ関連 

会社

飼料添加物及び動物用医薬品

の製造並びに販売
連結子会社 ニッチク薬品工業㈱

実験動物の生産及び飼育販売 連結子会社 ㈱ナルク

遺伝子改変動物の作製 関連会社 ジーンコントロール㈱ 〔持分法適用会社〕

その他事業
その他の 

事業会社
畜水産飼育施設等の設計施工 連結子会社 日本エンテム建設㈱

事業の種類 その他の関係会社名 取引内容

飼料事業 三菱商事㈱ 当社は飼料等を販売し、同社より原材料等を購入しています



◇以上の企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりです。 
  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

名称 住所
資本金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合(％)

関係内容

(連結子会社)

房総ファーム㈱ 千葉県香取市 480 食品事業 100

当社から飼料を販売、同社より鶏卵を購入して
います。
なお、当社より資金を貸付けています。
役員の兼任等…有

㈱ジャパンフィード 茨城県神栖市 300 飼料事業 60
当社から飼料の製造委託をしています。 

役員の兼任等…有

ペットライン㈱ 岐阜県多治見市 100 ライフテック事業 100

当社はペットフードを購入しています。 
なお、当社より工場用地を賃貸しており、また
資金を貸付けています。 
役員の兼任等…有

北海道ノーサン商事㈱ 北海道帯広市 60 飼料事業 100
当社から飼料を販売しています。 
役員の兼任等…有

東北ノーサン商事㈱ 宮城県塩釜市 34 飼料事業 100

当社から飼料を販売しています。 
なお、当社より事務所、倉庫の建物等を賃貸し
ています。 
役員の兼任等…有

関東ノーサン商事㈱ 茨城県土浦市 30 飼料事業 100

当社から飼料を販売しています。 
なお、当社より事務所、倉庫の建物等を賃貸し
ています。 
役員の兼任等…有

東海北陸ノーサン商事
㈱

愛知県知多市 33 飼料事業 100
当社から飼料を販売しています。 
役員の兼任等…有

九州ノーサン商事㈱
鹿児島県 
志布志市

55 飼料事業 100
当社から飼料を販売しています。
役員の兼任等…有

㈱阿蘇高原ファーム 熊本県阿蘇市 300 飼料事業 100
当社から飼料を販売しています。 
なお、当社より資金を貸付けています。 
役員の兼任等…有

㈱九州ノーサン 
ファーム

鹿児島県えびの
市

200 飼料事業 100

当社から飼料を販売しています。 
なお、当社より事務所、農場の建物等を賃貸し
ており、また資金を貸付けています。 
役員の兼任等…有

㈱ノーサンエッグ 横浜市西区 200 食品事業 100
当社は鶏卵を購入しています。 
役員の兼任等…有

四国ノーサンエッグ㈱
香川県綾歌郡 

綾川町
30 食品事業 100

当社は鶏卵の加工を委託しています。 

なお、当社より事務所、工場の建物等を賃貸し

ており、また資金を貸付けています。 

役員の兼任等…有

㈱ノーサン・エミー 福岡県宗像市 130 食品事業 100

当社から飼料及び鶏卵を販売しています。 
なお、当社より農場の建物、工場用地を賃貸し
ており、また資金を貸付けています。 
役員の兼任等…有

㈱北海道中央種鶏場
北海道夕張郡 
由仁町

80 食品事業 100
当社から飼料を販売しています。 
なお、当社より資金を貸付けています。 
役員の兼任等…有

ニッチク薬品工業㈱ 神奈川県綾瀬市 20 ライフテック事業 100
当社は飼料添加物を購入しています。 
役員の兼任等…有

㈱ナルク 千葉県山武市 50 ライフテック事業 100

当社から飼料を販売、同社より実験動物を購入

しています。 

なお、当社より事務所、農場用地を賃貸してい

ます。 

役員の兼任等…有

日本エンテム建設㈱ 横浜市西区 40 その他事業 100

当社及び子会社は建築土木工事を発注していま

す。 

なお、当社より倉庫の建物を賃貸しています。 

役員の兼任等…有



 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２ 上記子会社には特定子会社はありません。 

３ 上記子会社及び関連会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出していません。 

４ 上記子会社は、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えていな

いため、主要な損益情報等の記載を省略しています。 

５ 重要な債務超過の状況にある関係会社はありません。 

６ ＊１：有価証券報告書を提出しています。 

  

名称 住所
資本金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合(％)

関係内容

(持分法適用関連会社)

釜石飼料㈱ 岩手県釜石市 240 飼料事業 25
当社から飼料の製造委託をしています。 

役員の兼任等…有

㈱ジャパンファーム
鹿児島県曽於郡

大崎町
3,000 飼料事業 30

当社から飼料を販売しています。 

役員の兼任等…有

道東飼料㈱ 北海道釧路市 300 飼料事業 30
当社から飼料の製造委託をしています。 

役員の兼任等…有

宮崎サンフーズ㈱
宮崎県児湯郡 

新富町
90 飼料事業 20 役員の兼任等…有

仙台飼料㈱
宮城県仙台市 

宮城野区
400 飼料事業 35

当社から飼料の製造委託をする予定です。 

役員の兼任等…有

ときめきファーム㈱
千葉県千葉市若

葉区
1,000 飼料事業 30

当社から飼料を販売しています。 

役員の兼任等…有

㈱フレッシュキッチン
埼玉県さいたま

市見沼区
400 飼料事業 40 役員の兼任等…有

フードリンク㈱ 東京都港区 446 飼料事業 25 役員の兼任等…有

ジーンコントロール㈱ 和歌山県海南市 30 ライフテック事業 49 役員の兼任等…有

(その他の関係会社)

三菱商事㈱    ＊１ 東京都千代田区 199,228 総合商社 (22.20)
当社から飼料等を販売し、同社より原材料等を

購入しています。



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

  

(3) 労働組合の状況 

１ 提出会社の労働組合は、日本農産工業労働組合と称し、組合員数は230名です。 

  また、いずれの上部団体にも属していません。 

２ 連結子会社房総ファーム㈱の労働組合は、ＵＩゼンセン同盟 関東化学・印刷・一般労働組合房

総ファーム支部と称し、組合員数は42名です。 

  また、いずれの上部団体にも属していません。 

３ 労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

飼料事業 445〔16〕

食品事業 327〔33〕

ライフテック事業 190〔 7〕

その他事業 9

全社(共通) 84〔 9〕

合計 1,055〔65〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

420〔20〕 43.2 18.8 7,114,904



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国景気の減速感が見られたものの、企業

収益の改善を背景に引き続き設備投資が増加するなど、緩やかながらも景気は好調を維持しました。  

 飼料・食品業界においては、米国産牛肉の輸入再開にともなう国内畜産物への影響が懸念されました

が、流通量が限定的であったため、豚肉・牛肉相場は堅調に推移しました。また、本年１月には、宮崎

県・岡山県で鳥インフルエンザが発生しましたが、迅速かつ適切な措置により早期に終息しました。  

 主原料のとうもろこしは、米国におけるバイオエタノール需要の拡大などを背景に、昨年秋以降、高

騰しました。さらに、魚粉などの動物性蛋白原料や海上運賃が、中国での需要拡大や原油価格の高止ま

りにより、高値を維持しました。これらの原材料価格の高騰を受けて、畜産飼料について下期から大幅

な価格改定を実施、水産飼料も二度の値上げを行いました。  

 このような環境のなか、当社グループは、中期経営計画「ＮＢＴ（Nosan Break Through：ノーサ

ン・ブレイク・スルー）step.1」で掲げた、「お客様ニーズを生み出す会社」「現場力のある会社」

「ボーダレスな視点をもつ会社」を目指し活動を続けています。  

 その一環として、品質保証部を中心に、全工場において品質管理体制の整備を実施しました。また、

製造現場の技術・技能の教育を強化するなど、会社の力の源である人材の育成に注力しました。  

 以上の結果、売上高は1,222億26百万円（前期比105％、58億63百万円の増収）となりましたが、経常

利益は飼料事業における原材料価格高騰による収益の圧迫などにより、28億38百万円（前期比79％、7

億70百万円の減益）となりました。また、水島工場での事故に係わる保険金収入など特別利益4億29百

万円を計上した一方、塩釜工場の固定資産に係わる減損損失などの特別損失4億17百万円を計上したた

め、当期純利益は16億2百万円（前期比85％、2億83百万円の減益）となりました。  

 事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。  

  

①飼料事業 

畜産飼料の全国流通量は、飼料価格の値上げや、牛乳の需要減退にともなう生産調整があったもの

の、夏場の飼料摂取量の減少による影響が少なかったこと、堅調な相場を背景に肉牛用の需要が伸長

したことなどにより、前期を上回りました。 

 当社グループにおいては、水島工場での事故による一部有薬飼料の製造自粛などにより、販売数量

は前期をやや下回りましたが、売上高は販売価格の値上げにより前期を上回りました。しかしながら

一方で、原料相場の上昇によりコストも大幅に増加しました。 

 水産飼料は、市況の回復やシラスウナギの豊漁により、販売数量が大幅に伸長しました。さらに、

魚粉価格高騰による値上げを実施したことから、売上高は前期を上回りましたが、コスト負担増を吸

収するには至らず、減益となりました。 

 また、当社を含む５社の共同出資により設立した仙台飼料株式会社では、鶏・豚用配合飼料工場が

完成しました。 

 以上の結果、売上高は954億72百万円（前期比107％、63億54百万円の増収）となり、営業利益は26

億52百万円（前期比74％、9億15百万円の減益）となりました。 

  



②食品事業 

昨年８月に発売30周年を迎えた「ヨード卵・光」は、記念事業として、「ありがとうプレゼント」

キャンペーンや小学校での「食の学習」作品コンクール、親子食育教室を開催しました。食育に係わ

る活動や、学会への継続的な参加により「ヨード卵・光」の機能性と安全・安心感を積極的に示した

ことで、販売数量は前期を上回りました。 

 また、「ヨード卵・光」関連商品として新商品「ヘルシー７穀がゆ」を３種類発売しました。 

 鶏卵農場子会社においては、鶏卵相場が上期は前年に比べ安値で推移、下期は各月で前年を上回り

ましたが、競争激化により販売価格が低下するなど、前期に比べ厳しい結果となりました。 

 以上の結果、売上高は147億54百万円（前期比93％、11億38百万円の減収）となり、営業利益は9億

8百万円（前期比130％、2億7百万円の増益）となりました。 

  

③ライフテック事業 

アメニティ部門では、動物病院向けのペットフードの販売が犬用・猫用ともに好調でした。子会社

ペットラインは、主力商品「キャネットチップ」の販売回復に加え、新商品の発売や創業40周年記念

のキャンペーンを継続的に実施するなど販促活動に注力しましたが、原材料価格の高騰、販売競争激

化により減益となりました。 

 バイオ部門は、海外バイオベンチャー企業との日本国内での販売代理店契約を増やし、事業の幅を

広げました。 

 ADME/Tox（薬物動態および毒性試験）分野では、製薬会社の研究開発用途で需要が高まり、順調に

伸長しましたが、タンパク発現分野では抗体作成受託の売上が前期を下回りました。 

 以上の結果、売上高は111億27百万円（前期比108％、7億87百万円の増収）となり、営業利益は5億

85百万円（前期比131％、1億39百万円の増益）となりました。 

  

④その他事業 

売上高は8億71百万円（前期比86％、1億円39百万円の減収）となり、営業利益は23百万円（前期比

51％、22百万円の減益）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の総資産は前連結会計年度と比較し51億57百万円増加し、自己資本が自己株式6億39

百万円の増加などにより87百万円減少したため、自己資本比率は38.0％から34.8％となり3.2％減少し

ました。  

 増減の主なものは、資産では塩釜工場の固定資産に係わる減損損失、不動産の売却などにより有形固

定資産が10億75百万円減少しましたが、受取手形及び売掛金が45億29百万円、たな卸資産が14億49百万

円増加しました。負債では支払手形及び買掛金が54億16百万円、長期借入金が9億1百万円増加しまし

た。  

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、25億4百万円（前期比101％）となりまし

た。これは主として税金等調整前当期純利益が28億51百万円、減価償却費22億9百万円、仕入債務の増

加額54億16百万円、売上債権の増加額47億1百万円などによるものです。  

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、15億26百万円となりました。これは主とし

て工場設備等の取得による支出が16億58百万円、不動産等の売却による収入2億18百万円などによるも

のです。  

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、8億35百万円（前期比24％）となりまし

た。  

 営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリー・キャッ

シュ・フローは9億78百万円（前期比29％）となり、配当金の支払8億1百万円、自己株式の取得6億77百

万円などを行いました。  

 これらの結果、現金及び現金同等物の当期末残高は5億28百万円となり、前期末に比べ1億43百万円の

増加となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産・仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

  

 
(注) １ 金額は製造原価及び仕入高の金額によっています。 

２ セグメント間の内部振替前の数値によっています。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは受注見込による生産方式をとっています。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

飼料事業 88,712 ＋ 0.3

食品事業 10,262 △11.6

ライフテック事業 8,148 ＋10.8

その他事業 556 ＋38.7

合計 107,679 △ 0.1

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

飼料事業 95,472 ＋ 7.1

食品事業 14,754 △ 7.2

ライフテック事業 11,127 ＋ 7.6

その他事業 871 △13.8

合計 122,226 ＋ 5.0



３ 【対処すべき課題】 

飼料事業では、業務提携を活かした新製品の発売、環境に配慮した飼料の開発に積極的に取り組んでま

いります。また、４月より操業を開始した仙台飼料株式会社の南東北地区における効率化をはじめ、各地

区においても生産体制の最適化を進めるなど、製造・販売両面から「お客様満足度向上」と「競争力強

化」を図ってまいります。加えて、各工場において、品質管理体制の強化を図るとともに、ＩＳＯ9001の

導入を推進しています。 

食品事業では、安全・安心への意識がますます高まる消費者の期待に応えるため、「ヨード卵・光」の

品質向上に一層注力し、家庭向けの販売数量の拡大を図ってまいります。併せて、30年間培ってきた「ヨ

ード卵・光」ブランドを活かすことにより、自社の加工食品の開発にとどまらず、差別化原料として業務

加工業者へ供給し、新たな商品開発にも着手いたします。 

ライフテック事業におけるアメニティ部門では、原料相場高騰に対応し、販売価格を見直します。バイ

オ部門では、技術の向上と、新技術・新商品の開発に取り組みます。 

中期経営計画「ＮＢＴstep.1」の最終年度を迎え、持続的な成長を確実なものにしていくために、海外

企業との提携によるグローバル展開の実現、３事業間の横断的な連携を強化するなど、「殻を打ち破り、

大きく飛躍する」グループとして、目標達成に努める所存であります。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

事業展開にはさまざまなリスクが伴いますが、当社グループはこれらのリスク発生の防止、あるいはリ

スクヘッジ等を行うことによりその軽減に努めています。しかし、予想を超える事態が生じた場合には、

当社グループの経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。その主なものを以下に記

載しますが、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断した

ものです。 

１．原材料の価格変動等 

当社グループの主要製品である配合飼料は、トウモロコシなどの穀物が原料であり、これらは主とし

て米国からの輸入に依存しています。数量・品質・価格面等より米国中心にならざるを得ず、加えて、

穀物生産地における天候等の影響をはじめ、戦略物資としての価格変動及び為替リスクにさらされてい

ます。 

  

２．為替リスク 

配合飼料における原材料輸入取引の一部について為替リスクをヘッジするため、為替予約取引を行っ

ています。予想を超える為替レート等の変動が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社グループでは投機目的のデリバティブ取引は行っていません。 

  

３．配合飼料価格 

配合飼料は上記のような原材料費変動要因をかかえていることから、この変動相当額を四半期ごと製

品価格に反映させる慣行があります。市場競争厳しき折、原材料費変動相当額を必ずしも売価に転嫁し

きれないことがあり、このような場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可

能性があります。 



  

４．配合飼料価格安定基金 

上記のように配合飼料価格は変動することが多いため、畜産経営者の経営の安定を目的として他の配

合飼料メーカーとともに配合飼料価格安定基金制度を設けています。この制度は配合飼料価格が所定の

額上昇した際、畜産経営者に補填金が支払われるものですが、この基金の財源は配合飼料メーカーと畜

産経営者が負担しています。なお、基金が枯渇する状態になれば配合飼料メーカーとしての基金への拠

出金が増加し、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５．家畜・家きん等の疾病 

当社グループの農場会社では、家畜・家きんの疾病についても細心の注意を払って運営しています

が、予想を超える外部からの疾病の蔓延を防ぎきれない可能性も否定できず、そのような場合は当社グ

ループの経営成績及び財政状態が悪影響を受ける可能性があります。 

また、家畜・家きん等の疾病は畜水産物の消費動向に大きな影響を及ぼし、畜水産物相場低迷を惹起

する要因となっており、配合飼料のユーザーである畜水産経営者はこの相場の影響を強く受けることか

ら、畜水産物相場の低迷は、当社グループにおいても経営成績及び財政状態が悪影響を受ける可能性が

あります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特にありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

 当社グループは、1）畜水産用飼料・ペットフード・馬用飼料・実験動物用飼料の開発、2）畜水産物生

産技術の改善、3）機能性食品の研究、4）飼料・ペットフードの安全性確保と品質保証に関わる管理技術

の改善、5)バイオテクノロジーや先端技術を対象とした研究開発を行っています。  

 これらの研究開発のうち畜産用等の飼料、ペットフード、食品を対象とした研究・開発・調査・情報提

供を研究開発センターで、水産用飼料の研究・開発・調査・情報提供については浜松水産研究所で、飼

料・ペットフードの物性及び製造技術の研究については製造技術ラボで行っています。また、バイオテク

ノロジーの活用を目的にした研究開発はバイオ研究所で行っています。これらの研究開発は国内外の大学

や研究機関とも連携して実施しています。  

 当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は総額614百万円です。  

 また各事業別の研究の内容・成果及び研究開発費は次の通りです。  

  

◇ 飼料事業  

 環境負荷に配慮した飼料の開発、抗菌性飼料添加物を使用しない飼料の開発、新規原料を活用した飼

料の開発とともに、安全性の確保を課題とした研究開発を行っています。  

 採卵鶏用飼料では、排泄窒素、糞量、アンモニア発生等の環境負荷を低減するための飼料蛋白質低減

や酵素応用の研究、強制換羽専用飼料の研究などを行っています。  

 ブロイラー用飼料では、消費者の安全志向に対応し有機酸製剤・植物抽出物質等の添加により抗菌性

飼料添加物を使用しない飼料、いわゆる特別飼育鶏用飼料の開発をEVIALIS社（フランス）や大学、大

手ユーザーとの共同研究で進めています。  

 養豚用飼料では、安定した品質を確保するための正味エネルギーと有効アミノ酸を組み合わせた配合

設計手法について、EVIALIS社との研究を実施中です。技術取得のため研究員を同社に短期派遣しまし

た。また抗菌性飼料添加物を使用しない飼料の開発、筋肉内脂肪（サシ）の蓄積を高める肉豚用飼料の

開発にも取り組んでいます。さらに地域ごとのユーザーニーズを反映した人工乳後期用飼料を製品化し

ました。  

 養牛用飼料では、生産性に影響する鼓脹症（第一胃疾患）に配慮した飼料の研究、体外受精卵を用い

た和牛生産の実用化研究を行っています。  

 新規原料では、バイオ燃料であるエタノールの製造工程で発生するとうもろこし蒸留粕（DDGS：とう

もろこしジスチラーズグレインソリュブル）の研究を継続し、養鶏用飼料、養牛用飼料に加え、養豚用

飼料にも採用しました。  

 また、日本配合飼料㈱との業務提携の一環として共同研究を継続し、実験機能の相互補完により研究

開発能力を高めています。この成果の一つとして、新規原料であるカナダ産エンドウの飼料価値につい

て、平成19年3月の日本畜産学会において共同発表しました。  

 水産用飼料では、主原料である魚粉価格が高騰しているため、最優先で濃縮大豆蛋白等の代替蛋白原

料による魚粉削減飼料の開発に取り組み、マダイ用など主要魚種の製品を実用化しました。ギンザケ飼

料では脂肪酸組成の改変の研究により肉質改善効果が明らかになり、平成20年3月期製品化を目指しま

す。また、海苔やバナナなどの機能性原料をベースとしたサプリメント製品を開発し、平成19年5月に

製品化しました。さらに水産庁の委託事業である環境負荷低減技術開発事業及び養殖水産物有効利用推

進事業に、引き続き積極的に参加協力しています。  

 当事業に関わる研究開発費は375百万円です。 

  



◇ 食品事業  

 安全・安心・健康・おいしさをコンセプトに、鶏卵及びその加工食品の品質管理、衛生管理、そし

て、“ヨード卵・光”の機能性研究に注力しています。  

 品質・衛生管理面では、鶏卵及びその加工食品を中心に化学分析、物理検査、微生物検査による定期

的なモニタリングを実施し、品質と安全性の確保及び向上に努めています。  

 研究開発面では、発売以来30年を経過した“ヨード卵・光”のコレステロールや血糖、アレルギーに

対する改善効果のメカニズムの追求を実施し、新たな機能として肝障害抑制作用の研究成果も含め8件

の学会発表を行いました。また、商品開発では、“ヨード卵・光”を使用した加工食品「今日のみそ

汁」が特定保健用食品として認可されました。  

 当事業に関わる研究開発費は94百万円です。 

  

◇ ライフテック事業  

 多様化するお客様のニーズに対応したペットフードや馬用飼料の研究開発及びバイオ関係の商品開発

や技術開発、受託業務を行っています。  

 一般向けのペットフードでは、犬の食物アレルギーに配慮して主原料を「米」と「魚」だけに限定し

た「メディコート アレルゲンカット」、猫用として日本の産地限定原料を使用して“おいしさ”と国

産ならではの“新鮮さ”をアピールした「キャネット おいしい和」、缶詰タイプで高齢化する猫の健

康を配慮した「キャネット モナーク11歳以上用」、日本の産地限定の素材をトッピングした「キャネ

ット おいしいメニュー」の追加２商品を開発し、製品化しました。動物病院向け療法食分野において

は、食事制限中の食物アレルギー犬にも安心して与えられるように、蛋白質源を高度に制限したトリー

ツを開発しました。  

 馬用飼料では、トレーニングによる疲労からの速やかな回復に配慮し、コエンザイムQ10、カルノシ

ン、大豆ペプチドを新たに配合した「パワーマックス トリメトック」を開発し、平成20年3月期に製

品化の予定です。  

 バイオ関係では、ADME/Tox関連商品の開発、昆虫細胞を利用したバキュロウイルスによるタンパク質

発現技術の開発、トランスジェニック(Tg)動物作製技術の開発、遺伝子免疫による抗体作製技術の開発

等を行っています。ADME/Tox関連商品では、薬物動態試験用ヒト肝細胞、不死化肝細胞、P450酵素の発

現系・抗体等の品揃えを拡大するとともに、毒性試験分野の商品、薬物トランスポーター分野の商品、

それらサービスの拡充を図っています。タンパク質発現分野では、Protein Science社（米国）の技術

と当社が培ってきた技術を併せ、これら技術を用いた受託業務と商品開発を行っています。また

Genovac社（ドイツ）より技術導入した、遺伝子から抗原調製を経ずに直接抗体を作製（遺伝子免疫）

する抗体作製受託業務も順調に推移しています。さらに、遺伝子免疫を基盤技術として商品開発や技術

開発も行っています。  

 当事業に関わる研究開発費は135百万円です。 

  

その他事業  

 その他事業では、お客様の委託を受けて飼料・食品の成分分析、各種動物を使った受託試験、農場や

飼料・食品の衛生検査等を実施しています。  

 当事業に関わる研究開発費は8百万円です。 



  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したもので

す。 

  

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されています。この連結財務諸表の作成にあたりまして、必要と思われる見積りは、合理的な基準

に基づいて実施しています。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １．（1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」に記載しています。 

  

（２）当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

当連結会計年度の売上高は、前期に比べ58億円増加の1,222億円（前期比105％）となりました。 

事業別では飼料事業における水産飼料の販売数量が大幅に伸長したことや、販売価格の値上げ等によ

り63億円増加して954億円（前期比107％）となりました。食品事業では鶏卵農場子会社において競争激

化等により販売価格が低下したことなどにより11億円減少の147億円（前期比93％）となり、ライフテ

ック事業におきましては動物病院向けペットフードの販売が犬用・猫用ともに好調だったことなどから

全体では7億円増加して111億円（前期比108％）となりました。また、その他の事業が1億円減少の8億

円（前期比86％）となりました。 

②営業利益 

当連結会計年度の営業利益は、前期に比べ7.0億円減少の27.9億円（前期比80％）となりました。 

事業別では、飼料事業はバイオエタノール需要による原材料価格の上昇によりコストが大幅に増加し

たことから、9.1億円減少の26.5億円（前期比74％）となりました。 

食品事業では、「ヨード卵・光」の販売数量が前期を上回ったことや、「ヨード卵・光」関連商品と

して新商品「ヘルシー７穀がゆ」を３種類発売したことなどにより2.0億円増加の9.0億円（前期比

130％）となりました。 

ライフテック事業では、ペットフードの原材料価格の高騰、競争激化による収益低下がありました

が、バイオ新分野が順調に伸長したことなどから、事業全体では1.3億円増加の5.8億円（前期比

131％）となりました。 

③経常利益 

当連結会計年度の経常利益は、前期に比べ7.7億円減少して28.3億円（前期比79％）となりました。

これは、営業利益が減少したことに加え、持分法による投資利益が減少したこと等によるものです。 

④当期純利益 

当連結会計年度の当期純利益は、前期に比べ2.8億円減少して16.0億円（前期比85％）となりまし

た。また、特別利益で水島工場での事故に係わる保険金収入3.2億円等を計上した一方、特別損失で塩

釜工場の固定資産に係わる減損損失3.2億円等を計上しております。 

  



（３）当連結会計年度末の財政状態の分析 

当連結会計年度末の財政状態の分析は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （2）キャッシ

ュ・フローの状況」をご参照ください。 

  

（４）中長期的な経営戦略 

ノーサングループは、持続的成長を確実なものとするとともに、さらなる飛躍を目指すための最初の

ステップとして、「殻を打ち破り、大きく飛躍する」をスローガンに中期経営計画「NBT～Nosan Break 

Through～step.1」を策定しております。 

「NBTstep.1」では、「お客様ニーズを生み出す会社」、「現場力のある会社」、「ボーダレスな視

点を持つ会社」をノーサングループの目指す姿として掲げ、それらを実行するための基本戦略を定め、

確実に実行することを心掛けてまいりました。しかしながら、バイオエタノール需要の増加による米国

産とうもろこしをはじめとする穀物相場の上昇により、飼料価格は高騰しております。このため配合飼

料価格安定基金への拠出金積み増しが避けられずコストアップが見込まれることから、2008年3月期の

最終年度の連結数値目標は、“ROE9%、経常利益35億円、当期純利益21億円”および“1株当たり配当金

7円”と致しました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループでは持続的成長を確実なものとするとともに、「殻を打ち破り、大きく飛躍する」をスロ

ーガンに中期経営計画「ＮＢＴstep.1」を策定し、当連結会計年度は全体で1,656百万円の設備投資を実

施しました。これを事業の種類別セグメント別について示すと以下のとおりです。 

 

 飼料事業においては、主に志布志工場の飼料製造設備の更新、増設工事を中心に総額1,044百万円の設

備投資を行いました。 

 

 食品事業においては、主に房総ファーム㈱における農場設備を中心に生産効率化のコストダウン等によ

る競争力の強化を目的として、総額458百万円の設備投資を行いました。 

 

 ライフテック事業においては、主にペットライン㈱のペットフード製造設備を中心に総額137百万円の

設備投資を行いました。 

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

   
(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品、生物、建設仮勘定及び無形固定資産の合計です。 

なお金額には消費税等を含んでいません。また賃借している土地の面積については、[ ］書きで外書きし
ています。 

２ 土地及び建物の一部を賃借しています。年間賃借料は15百万円です。 
３ 土地及び建物の一部を賃借しています。年間賃借料は2百万円です。 
４ 農場用地の一部を賃借しています。年間賃借料は3百万円です。 
５ 上記表のほか、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりです。 

 
(注) 所有権移転外ファイナンス・リース 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

塩釜工場 
(宮城県塩釜市) 
       (注)２

飼料事業 飼料製造設備 166 258
163

(6,347)
[1,268] 

7 596 39

横浜工場 
(横浜市中区)

飼料事業 
ライフテック事業

飼料製造設備 310 290
405

(21,841)
6 1,011 20

知多工場 
(愛知県知多市) 
       (注)３

飼料事業 飼料製造設備 168 454
119

(11,846)
[633]

8 752 13

水島工場 
(岡山県倉敷市)

飼料事業 飼料製造設備 827 707
197

(35,075)
3 1,735 29

志布志工場 
(鹿児島県志布志市)

飼料事業 飼料製造設備 1,053 1,964
32

(33,138)
9 3,060 39

研究開発センター 
(茨城県つくば市)

研究開発業務 研究開発設備 430 27
27

(54,413)
28 514 29

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱ジャパンフ
ィード

本社工場 
(茨城県神栖市)

飼料事業
飼料製造
設備

1,300 473
1,420

(42,408)
27 3,221 25

㈱阿蘇高原 
ファーム 
   (注)４

本社農場 
(熊本県阿蘇市)

飼料事業 農場設備 573 29
235

(141,151)
[161,135]

62 901 21

㈱九州ノー 
サンファーム

大口農場 
(鹿児島県大口市)

飼料事業 農場設備 450 34 － 42 528 20

房総ファーム 
㈱

山田農場 
(千葉県香取市)

食品事業 農場設備 257 337
135

(53,775)
24 754 10

㈱ノーサン・ 
エミー

福岡事業所 
(福岡県宗像市)

食品事業
鶏卵処理
加工設備

207 17
216

(30,191)
8 449 65

ペットライン
㈱

多治見工場 
(岐阜県多治見市)

ライフテッ
ク事業

ペットフ
ード製造
設備

464 504 － 8 977 26

名称 リース期間 年間リース料 リース契約残高

事務用コンピューター   (注) 5年 10百万円 16百万円

鶏卵処理加工設備     (注) 7年 92百万円 417百万円



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、各事業本部の生産計画、需要予測、利益計画に基づき投資割

合等を総合的に勘案して計画しています。各連結子会社の設備投資計画は、原則的に各社が個別に策

定していますが、グループ全体で重複投資にならないよう、各事業本部を中心に調整を図っていま

す。 

 当連結会計年度末における重要な設備の新設、改修等に係る投資予算金額は、111百万円ですが、

その所要資金については自己資金を充当する予定です。  

  

(1) 新設 

当連結会計年度末に確定している重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

(2) 改修 

当連結会計年度末に確定している重要な設備の改修等の計画はありません。 

  

(3) 除却等 

当連結会計年度末に確定している重要な設備の除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 
(注)新株予約権１個につき1,000株です。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 299,800,000

計 299,800,000

種類
事業年度末現在発行数(株) 

(平成19年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(平成19年６月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 129,309,932 129,309,932

東京証券
取引所 
大阪証券 
取引所

(市場第一部)
 
(  〃  )

―

計 129,309,932 129,309,932 ―

株主総会の特別決議日（平成14年６月26日）

事業年度末現在 

（平成19年３月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日）

新株予約権の数（個）  45 (注) 38 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 6 6

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 45,000 38,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 181 同左

新株予約権の行使期間  平成16年７月１日～

 平成19年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   181

 資本組入額   91

同左

新株予約権の行使の条件 各新株予約権１個当たりの一

部行使はできないこととする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



    

 
(注)新株予約権１個につき1,000株です。 

  

 
(注)新株予約権１個につき1,000株です。 

株主総会の特別決議日（平成15年６月26日）

事業年度末現在 

（平成19年３月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日）

新株予約権の数（個）  99 (注) 81 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数  4  4

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 99,000 81,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 218 同左

新株予約権の行使期間  平成17年７月１日～

 平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   218

 資本組入額  109

同左

新株予約権の行使の条件 各新株予約権１個当たりの一

部行使はできないこととする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

株主総会の特別決議日（平成16年６月25日）

事業年度末現在 

（平成19年３月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日）

新株予約権の数（個）  186 (注)   152 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数  3  3

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 186,000 152,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 220 同左

新株予約権の行使期間  平成18年７月１日～

 平成21年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   220

 資本組入額  110

同左

新株予約権の行使の条件 各新株予約権１個当たりの一

部行使はできないこととする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



  

 
(注)新株予約権１個につき1,000株です。 

  

 
（注）１ 新株予約権の数、新株予約権の行使の条件については、平成18年６月23日の定時株主総会における特別決議 

     に基づき、平成18年12月25日取締役会で決議されたものです。 

   ２ 新株予約権１個につき1,000株です。 

株主総会の特別決議日（平成17年６月24日）

事業年度末現在 

（平成19年３月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日）

新株予約権の数（個） 286 (注) 286 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 10 10

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 286,000 286,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 298 同左

新株予約権の行使期間  平成19年７月１日～

 平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   298

 資本組入額  149

同左

新株予約権の行使の条件 各新株予約権１個当たりの一

部行使はできないこととする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

株主総会の特別決議日（平成18年６月23日）

事業年度末現在 

（平成19年３月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日）

新株予約権の数（個） 182 (注) 182 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 182,000 182,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 325 同左

新株予約権の行使期間  平成20年７月１日～

 平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   325

 資本組入額  163

同左

新株予約権の行使の条件 各新株予約権１個当たりの一

部行使はできないこととする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



  

 
(注)新株予約権１個につき1,000株です。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 「株式の消却の手続に関する商法の特例に関する法律」および定款の定めに基づき、自己株式の資本準備金に

よる消却を実施しました。 

  

取締役会決議日（平成18年12月25日）

事業年度末現在 

（平成19年３月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日）

新株予約権の数（個） 63 (注) 63 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 63,000 63,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 325 同左

新株予約権の行使期間  平成21年１月10日～

 平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   325

 資本組入額  163

同左

新株予約権の行使の条件 各新株予約権１個当たりの一

部行使はできないこととする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは

当社取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年３月４日 (注) △1,000 129,309 ― 7,411 △155 2,731



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式7,895,158株は、「個人その他」に7,895単元、単元未満株式の状況に158株含まれています。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が41単元含まれています。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式7,895千株（6.11％）があります。 

２ 当期末現在における三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することが

できないため、株主名簿上の名義での保有株式数を記載しています。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

1 49 48 228 41 8 17,630 18,005 ―

所有株式数 
(単元)

32 30,086 1,491 35,618 1,413 13 60,429 129,082 227,932

所有株式数 
の割合(％)

0.02 23.31 1.16 27.59 1.09 0.01 46.82 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 26,900 20.80

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社信託口
〃 中央区晴海１丁目８－11 6,739 5.21

株式会社日清製粉グループ本社 〃 千代田区神田錦町１丁目25 3,650 2.82

東京海上日動火災保険株式会社 〃 千代田区丸の内１丁目２－１ 3,300 2.55

株式会社横浜銀行 

(常任代理人資産管理サービス信託

銀行株式会社)

横浜市西区みなとみらい３丁目１－１
（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

3,291 2.54

富国生命保険相互会社 
(常任代理人資産管理サービス信託
銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町２丁目２－２
（ 〃 中央区晴海１丁目８－12晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

3,003 2.32

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

(常任代理人日本マスタートラスト

信託銀行株式会社)

〃 千代田区丸の内１丁目４－５
（ 〃 港区浜松町２丁目11－３） 
 

2,230 1.72

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社信託口
〃 港区浜松町２丁目11－３ 2,110 1.63

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人資産管理サービス信託
銀行株式会社)

〃 千代田区丸の内２丁目１－１
（ 〃 中央区晴海１丁目８－12晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

2,000 1.54

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  〃 千代田区丸の内２丁目７－１ 1,382 1.06

計 ― 54,605 42.23



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義が41,000株（議決権41個）含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

 議決権制限株式(その他) ― ― ―

 完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

 普通株式    7,895,000
― ―

 完全議決権株式(その他)  普通株式  121,187,000 121,187 ―

 単元未満株式  普通株式      227,932 ― ―

 発行済株式総数 129,309,932 ― ―

 総株主の議決権 ― 121,187 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
日本農産工業株式会社

横浜市西区みなとみらい
２－２－１

7,895,000 ― 7,895,000 6.11

計 ― 7,895,000 ― 7,895,000 6.11



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

①当社は、旧商法の規定に基づき、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しています。

当該制度は、旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役および従業員に対して特に有利な条件

をもって新株予約権を発行することにつき、定時株主総会で決議されたものです。 

当該制度の内容は、次のとおりです。 

 
  

 
  

決議年月日 平成14年６月26日 平成15年６月26日 平成16年６月25日

付与対象者の区分および 
人数

当社取締役（5名） 

および従業員（73名）

当社取締役（4名） 

および従業員（73名）

当社取締役（4名） 

および従業員（74名）

新株予約権の目的となる 
株式の種類

普通株式 同左 同左

株式の数（株） 307,000 294,000 289,000

新株予約権の行使時の 
払込金額（円）

181 218 220

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～平

成19年６月30日

平成17年７月１日～平

成20年６月30日

平成18年７月１日～平

成21年６月30日

新株予約権の行使の条件

各新株予約権１個当た

りの一部行使はできな

いこととする。

同左 同左

新株予約権の譲渡に 
関する事項

新株予約権を譲渡する

ときは当社取締役会の

承認を要するものとす

る。

同左 同左

代用払込みに関する事項 ― ― ―

組織再編行為に伴う新株 
予約権の交付に関する事項

― ― ―

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分および 
人数

当社取締役（5名） 

および従業員（69名）

新株予約権の目的となる 
株式の種類

普通株式

株式の数（株） 286,000

新株予約権の行使時の 
払込金額（円）

298

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～平

成22年６月30日

新株予約権の行使の条件

各新株予約権１個当た

りの一部行使はできな

いこととする。

新株予約権の譲渡に 
関する事項

新株予約権を譲渡する

ときは当社取締役会の

承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株 
予約権の交付に関する事項

―



②当社は、会社法の規定に基づき、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しています。

当該制度は、会社法第361条第１項の規定に基づき、当社取締役に対するストックオプションとして

の報酬等の内容および新株予約権を発行することにつき、平成18年６月23日定時株主総会および取締役

会で決議されたものです。 

当該制度の内容は、次のとおりです。 

 
  

当該制度は、会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社従業員に対して特に有利

な条件をもって新株予約権を発行することにつき、定時株主総会で決議されたものです。 

当該制度の内容は、次のとおりです。 

 
（注）新株予約権の数、新株予約権の行使の条件については、平成18年６月23日の定時株主総会における 

 特別決議に基づき、平成18年12月25日取締役会で決議されたものです。 

  

決議年月日 平成18年12月25日

付与対象者の区分および人数 当社取締役（5名）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 63,000

新株予約権の行使時の 
払込金額（円）

325

新株予約権の行使期間 平成21年１月10日～平成23年６月30日

新株予約権の行使の条件
新株予約権１個当たりの一部行使はできな
いこととする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得について
は、当社取締役会の決議による承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

決議年月日 平成18年６月23日

付与対象者の区分および人数 当社従業員（58名）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 182,000

新株予約権の行使時の 
払込金額（円）

325

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使の条件
新株予約権１個当たりの一部行使はできな
いこととする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得について
は、当社取締役会の決議による承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―



  

 
(注)１ 付与対象者の区分及び人数の詳細は、当定時株主総会後の取締役会で決議します。 

２ 新株予約権を割り当てる日(以下「割当日」という)の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除

く)の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以下「終値」という)の平均値に1.05を

乗じた金額(１円未満の端数は切り上げ)、または割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立

つ直近日の終値)のいずれか高い金額とする。  

なお、割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。  

①当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。  

 
  

  ②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（会社

法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、「商法等の

一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡、当

社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権(新株予約権社債に付されたものを含む)の転換または行使による場合を除く）は、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。  

  

 
     

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式に係わる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。  

 

③さらに上記のほか割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的

な範囲で行使価額を調整するものとする。 

  

３ 新株予約権の行使の条件については、当定時株主総会後の取締役会で決議します。 

  

決議年月日 平成19年６月22日

付与対象者の区分および人数 当社従業員（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 218,000（上限）

新株予約権の行使時の 
払込金額（円）

（注）２

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日～平成24年６月30日

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得について
は、当社取締役会の決議による承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれていません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当事業年度の内訳は、新株予約権の権利行使（株式数186,000株、処分価額の総額37,503,000円）および単元

未満株式の売渡請求による売渡（株式数1,600株、処分価額の総額371,804円）です。 

当期間の内訳は、新株予約権の権利行使（株式数59,000株、処分価額の総額12,626,000円）です。 

なお、当期間における保有自己株式数には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取り及び買増しによる株式数は含めていません。 

【株式の種類等】 旧商法221条第６項、会社法第155条第３号および第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成18年６月23日)での決議状況 
(取得期間平成18年７月３日～平成18年８月31日)

2,000,000 700,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 2,000,000 675,301,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 24,699,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0 3.5

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 5,418 1,913,236

当期間における取得自己株式 693 200,751

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 （注） 187,600 37,874,804 59,000 12,626,000

保有自己株式数 7,895,158 ― 7,836,851 ―



  

３ 【配当政策】 

当社では、株主の皆様に対する適切な利益還元を経営の重要課題の一つとして捉えています。当社は、

将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金を確保しつつ、連

結配当性向に基づいた配当政策の実施を基本方針としています。 

当社は会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を

定めています。 

なお、当期の１株当たり配当額は、６円50銭です。 

内部留保資金については、設備投資並びに今後の事業展開に係わる資金需要に充当する予定です。 

  

（注） 基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりです。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成19年5月14日 789 6.5

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 201 236 299 475 436

最低(円) 135 169 186 236 275

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 346 310 321 332 333 325

最低(円) 301 275 300 306 301 300



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
(千株)

取締役社長
代表 

取締役
堀 尾   守 昭和23年３月５日生

昭和46年４月 三菱商事㈱入社

(注)2 43

平成10年８月 同社飼料畜産部長

平成12年６月 当社監査役

平成13年４月 三菱商事㈱食糧本部副本部長

平成13年12月 同社生活産業グループCEO補佐

平成14年４月 同社執行役員生活産業グループCEO補佐

平成14年６月 当社監査役辞任

平成15年４月 三菱商事㈱執行役員食糧本部長

平成15年６月 当社監査役

平成17年４月 三菱商事㈱執行役員

平成17年６月 代表取締役社長(現任)

専務取締役
管理 

本部長
近 松 良 文 昭和21年８月10日生

昭和45年４月 当社入社

(注)2 63

平成９年６月 経理部長

平成11年６月 総務人事部長

平成13年４月 管理本部長

平成13年６月 常務取締役、管理本部長

平成16年６月 専務取締役、管理本部長(現任)

常務取締役
ライフ 
テック 
本部長

小 山   哲 昭和24年１月12日生

昭和46年４月 三菱商事㈱入社

(注)2 10

平成８年７月 米国三菱商事会社ポートランド支店長

平成13年６月 日東製粉㈱取締役

平成15年６月 当社常務取締役、ライフテック本部長

(現任)

常務取締役
飼料 

本部長
安 川   一 昭和22年５月27日生

昭和45年４月 当社入社

(注)2 35

平成13年４月 飼料管理部長

平成14年４月 マーケティング部長

平成16年４月 飼料本部副本部長兼マーケティング部長

平成17年４月 飼料本部長兼マーケティング部長

平成17年６月 常務取締役、飼料本部長(現任)

常務取締役
食品 

本部長
鈴 木 治比古 昭和23年２月10日生

昭和45年４月 当社入社

(注)2 0

平成13年４月 関連事業部長

平成14年４月 関連事業部長兼西日本営業部長

平成14年10月 西日本営業部長

平成16年４月 食品本部副本部長

平成16年10月 食品本部副本部長兼東日本営業部長

平成18年４月 食品本部長

平成18年６月 常務取締役、食品本部長(現任)

監査役常勤 富 沢   健 昭和23年３月10日生

昭和45年４月 当社入社

(注)3 28

平成９年６月 情報システム部長

平成12年６月 経理部長

平成16年10月 業務推進部長

平成18年４月 管理本部副本部長

平成18年６月 監査役（現任）

監査役 松 尾   翼 昭和６年１月６日生

昭和35年４月 弁護士登録(東京弁護士会所属)

(注)4 1

昭和38年４月 松尾法律事務所(現松尾綜合法律事務所)

設立、同代表(現任)

平成元年１月 ベルギー王国ルーバン・カソリック大学

客員教授

平成11年９月 日本大学大学院客員教授

平成12年６月 当社監査役、日本大学大学院客員教授

(現任)

監査役 藤 井   明 昭和26年１月27日生

昭和49年４月 三菱商事㈱入社

(注)5 0

平成16年４月 同社食糧本部戦略企画室長

平成17年４月 同社執行役員食糧本部長

平成17年６月 当社監査役、三菱商事㈱執行役員食糧本

部長（現任）

計 180



(注) 1 監査役松尾 翼、藤井 明の２氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

2 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成20年３月期に係る定時株主総会終

結の時までです。 

3 監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成20年３月期に係る定時株主総会終

結の時までです。 

4 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成23年３月期に係る定時株主総会終

結の時までです。 

5 監査役の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成21年３月期に係る定時株主総会終

結の時までです。 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 

基本的な考え方  

 コーポレート・ガバナンスにつきましては、その目的である「経営に対する監視機能」「効率的経営によ

る収益体制の強化」「経営内容の透明性、健全化」を実現することが、経営上の重要課題と考えています。

 

機関構成・組織運営等に係る事項  

 経営体制については、取締役会、監査役会、内部監査を担当するＣＳＲ室を設けております。取締役会は

取締役５名で構成されており、経営における透明性、健全性および効率性を重視しております。当社は監査

役制度を採用しており、監査役会は監査役３名で構成され、うち２名が社外監査役で、１名は常勤監査役で

す。常勤監査役は取締役会（月１回開催）および経営会議（月２回）に常時出席し、さらには社内の各種委

員会や重要な会議にも積極的に参加することにより、経営内容の実態を適時把握できる体制となっていま

す。社外のチェックという観点からは、社外監査役２名を選任しています。また、取締役及び使用人は、著

しい損失や重大なコンプライアンス違反発生の虞がある場合には、遅滞なく監査役会へ報告することとして

います。 

 当社は社外監査役との間で、特別の利害関係はありません。なお、社外監査役のうち１名は三菱商事株式

会社の執行役員であり、当社は三菱商事株式会社と営業取引関係があります。 

 会計監査人につきましては、新日本監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。会計監査

人と監査役とは、年間予定、業務報告について年３回の定期的な打ち合わせのほか、随時情報の交換を行う

ことにより連携を保っています。 

 監査役は内部監査部門が作成する年度監査計画（年１回）、監査実施（年４回）、内部監査報告（毎月）

について指導・助言を行うとともに、必要に応じて内部監査担当者との意見交換、情報交換を行うなど、内

部監査部門との連携を図っています。 

 また社外監査役は取締役会、監査役会への出席に加えて、経営上の重要事項については、当社の当該事業

所に出向き状況を確認する等、常勤監査役と連携して常に経営状況を監査する体制にあります。 

 

業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項 

 取締役会は月１回、経営会議は月２回、監査役会は月１回開催しています。会計監査人は新日本監査法人

で、会計監査業務を執行した公認会計士は、指定社員・業務執行社員の寺本哲、神尾忠彦、大竹栄です。会

計監査業務に係る補助者は公認会計士２名、会計士補等５名です。取締役の指名については当社での業務執

行における適性を考慮して決定し、その報酬については内規により決定しています。 

 

剰余金の配当等の決定等に係る事項 

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場

合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定めることとする旨を定款で定めています。 

  



内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況  

◇基本的な考え方 

 内部統制システムにつきましては、その目的である「業務の有効性及び効率性」「財務報告の信頼性」の

確保、並びに「コンプライアンス」の徹底を図るため、リスク管理など当社としての仕組みを構築・運用す

るとともに、それが有効に機能するように継続的な改善に努めています。 

◇整備状況 

①中期経営計画及び予算制度 

 中期経営計画並びに年度計画である部門別予算を定め、達成すべき目標を明確化し、四半期毎にその達成

状況をレビューして評価を行うなど、ＰＤＣＡサイクルを回すことによって、目標達成に向けた内部統制を

行っています。 

②取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制 

 取締役会、経営会議等、重要な意思決定に係わる稟議書等の記録・保管・廃棄について、情報管理規程を

制定しています。 

③監査役監査 

 当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役は取締役会（月１回開催）および経営会議（月２回開催）

に常時出席し、さらには社内の各種委員会や重要な会議にも積極的に参加することにより、経営内容の実態

を適宜把握し監査できる体制となっています。 

④内部監査 

 内部監査員はＣＳＲ室員（３名）が務めており、当社グループ内の業務活動が適正かつ効率的に行われて

いるかをチェックしています。また、常勤監査役との連携により、重要事実については取締役会及び経営会

議に報告・提言する仕組みになっています。 

⑤コンプライアンス体制 

 「コンプライアンス委員会」を設置し、企業活動における法令遵守、倫理性を確保するための活動を行っ

ています。また、その活動をより徹底させるため、グループ内行動規範として「Ｎｏｓａｎ’ｓ Ｍａｎｎ

ｅｒ」を定め、ノーサングループ社員に小冊子として配布しています。さらには内部通報制度も構築してい

ます。 

⑥危機管理体制 

 「危機管理委員会」を設置するとともに、「危機管理マニュアル」を定め、通常時のリスク分析や潜在リ

スクの排除を行い、緊急時には、企業リスクへの迅速・的確な対応にあたり、その経過ならびに結果を、取

締役会に報告しています。 

 

当社のコーポレートガバナンス体制の概要を図表に示すと、次のページのとおりです。 

  



 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬 

 役員報酬：取締役に支払った報酬 158百万円、監査役に支払った報酬 24百万円 

 監査報酬：公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  17百万円 

      上記以外の業務に基づく報酬               8百万円 

  

利益連動給与の算定方法 

 役員賞与総額（監査役、社外取締役は除く）は、連結当期純利益に準じた月比額としています。（10万円

未満四捨五入）ただし、１億円を上限とします。 

 ①連結当期純利益が30億円超の場合    役員報酬の６ヶ月超（②の計算方法を準用します。） 

  ３ヶ月＋（連結当期純利益－10億円）×0.15 

 ②連結当期純利益が10億円超30億円以下の場合    役員報酬の３ヶ月～６ヶ月 

  ３ヶ月＋（連結当期純利益－10億円）×0.15 

 ③連結当期純利益が５億円超10億円以下の場合    役員報酬の1.5ヶ月～３ヶ月 

  1.5ヶ月＋（連結当期純利益－５億円）×0.3 

 ④連結当期純利益が５億円以下または連結営業損失の場合   零 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、第90期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第91期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び第90期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び第91期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けています。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 384 528

   受取手形及び売掛金 ※７ 19,607 24,137

   たな卸資産 5,745 7,194

   短期貸付金 1,102 1,063

   繰延税金資産 775 534

   その他 1,967 2,628

   貸倒引当金 △160 △227

   流動資産合計 29,423 50.5 35,859 56.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

    建物及び構築物 21,426 21,205

     減価償却累計額 13,002 8,423 13,309 7,896

    機械装置及び運搬具 29,297 28,379

     減価償却累計額 23,321 5,976 22,859 5,519

    土地 3,893 3,845

    建設仮勘定 35 7

    その他 2,934 2,877

     減価償却累計額 2,398 535 2,358 519

    有形固定資産合計 18,864 32.4 17,788 28.1

 ２ 無形固定資産 647 1.1 656 1.0

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 ※２ 7,732 7,382

    長期貸付金 536 466

    繰延税金資産 86 80

    再生債権、更生債権等 128 275

    その他 1,164 1,336

    貸倒引当金 △214 △318

    投資損失引当金 △128 △128

    投資その他の資産合計 9,305 16.0 9,094 14.3

   固定資産合計 28,817 49.5 27,538 43.4

資産合計 58,240 100.0 63,398 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 13,564 18,981

   短期借入金 ※１ 9,288 9,212

   未払法人税等 1,200 755

   未払消費税等 131 163

   未払費用 1,748 1,820

   繰延税金負債 8 11

   飼料事故関連諸費用引当金 550 －

   その他 2,544 2,745

   流動負債合計 29,037 49.9 33,690 53.2

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※１ 5,268 6,169

   繰延税金負債 1,203 1,127

   退職給付引当金 572 337

   固定負債合計 7,044 12.1 7,634 12.0

負債合計 36,081 62.0 41,325 65.2

(少数株主持分)

   少数株主持分 － － － －

(資本の部)

Ⅰ 資本金 7,411 12.7 － －

Ⅱ 資本剰余金 2,763 4.7 － －

Ⅲ 利益剰余金 11,377 19.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,659 2.9 － －

Ⅴ 自己株式 ※５ △1,053 △1.8 － －

資本合計 22,158 38.0 － －

負債・少数株主持分 
及び資本合計

58,240 100.0 － －



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 － － 7,411

   資本剰余金 － － 2,766

   利益剰余金 － － 12,179

   自己株式 － － △1,693

   株主資本合計 － － 20,663 32.6

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

－ － 1,407

   評価・換算差額等合計 － － 1,407 2.2

Ⅲ 新株予約権 － － 1 0.0

純資産合計 － － 22,072 34.8

負債純資産合計 － － 63,398 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 116,362 100.0 122,226 100.0

Ⅱ 売上原価 99,054 85.1 105,648 86.4

   売上総利益 17,308 14.9 16,578 13.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※10

   販売奨励金 473 514

   配合飼料価格安定基金 926 931

   運送費 3,666 3,847

   貸倒引当金繰入額 ― 181

   従業員給料手当 2,525 2,359

   従業員賞与 1,002 928

   退職給付費用 291 160

   役員退職慰労引当金 
   繰入額

9 ―

   租税公課 166 140

   減価償却費 259 318

   その他 4,491 13,813 11.9 4,405 13,787 11.3

   営業利益 3,494 3.0 2,790 2.3

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 46 38

   受取配当金 58 59

   固定資産貸付料 42 47

   持分法による投資利益 201 111

   その他 205 554 0.5 249 506 0.4

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 206 223

   賃貸資産関係費 31 34

   退職特別付加金 72 29

   その他 128 440 0.4 171 458 0.4

   経常利益 3,609 3.1 2,838 2.3



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※１ 8 105

   投資有価証券売却益 ※２ 863 ―

   貸倒引当金戻入益 ※３ 11 ―

   保険金収入 ※４ ― 883 0.8 324 429 0.3

Ⅶ 特別損失

   固定資産売除却損 ※５ 628 93

   投資有価証券評価損 ※６ 21 ―

   飼料事故関連諸費用 ※７ 600 ―

   繰延ヘッジ取引損失 ※８ 216 ―

   減損損失 ※９ ― 1,466 1.3 323 417 0.3

   税金等調整前 
   当期純利益

3,026 2.6 2,851 2.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,520 889

   法人税等調整額 △399 1,121 1.0 339 1,228 1.0

   少数株主利益 18 0.0 20 0.0

   当期純利益 1,886 1.6 1,602 1.3



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,742

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 20 20

Ⅲ 資本剰余金期末残高 2,763

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 10,126

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,886 1,886

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 613

   役員賞与 21 635

Ⅳ 利益剰余金期末残高 11,377



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,411 2,763 11,377 △1,053 20,499

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △801 △801

 当期純利益 1,602 1,602

 自己株式の取得 △677 △677

 自己株式の処分 2 37 40

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

－

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

－ 2 801 △639 164

平成19年３月31日残高(百万円) 7,411 2,766 12,179 △1,693 20,663

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,659 1,659 － 22,158

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △801

 当期純利益 1,602

 自己株式の取得 △677

 自己株式の処分 40

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△252 △252 1 △250

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△252 △252 1 △86

平成19年３月31日残高(百万円) 1,407 1,407 1 22,072



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益 3,026 2,851
   減価償却費 2,215 2,209
   減損損失 ─ 323
   長期前払費用償却額 104 109
   貸倒引当金の増減(△)額 △20 174
   未払賞与の増減(△)額 83 △97
   退職給付引当金の増減(△)額
      飼料事故関連諸費用引当金の増減(△)額

△1,025
550   

△235
△550

   受取利息及び受取配当金 △105 △97
   支払利息 206 223
   持分法による投資損益(△) △201 △111
   固定資産売却損益(△) 554 △89
   固定資産除却損 88 86
   投資有価証券売却損益(△) △863 ―   
   投資有価証券評価損 21 ―
   売上債権の増(△)減額 △2,776 △4,701
   たな卸資産の増(△)減額 △230 △1,449
   仕入債務の増減(△)額 1,874 5,416
   その他流動資産の増(△)減額 △244 △902
   その他流動負債の増減(△)額 126 559
   未払消費税等の増減(△)額 △125 31
   その他の増減(△)額 59 76
    小計 3,318 3,826
   法人税等(事業税含む)の支払額 △846 △1,321
   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,472 2,504
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   利息及び配当金の受取額 104 101
   固定資産の取得による支出 △2,137 △1,658
   固定資産の売却による収入 1,073 218
   投資有価証券の取得による支出 △143 △3
   投資有価証券の売却による収入 1,061 3
   短期貸付金の増(△)減額 1 △48
   長期貸付金による支出 △60 △78
   長期貸付金の回収による収入 254 237
   その他の支出 △166 △371
   その他の収入 904 72
   投資活動によるキャッシュ・フロー 892 △1,526
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入金の増減(△)額 △2,360 △130
   長期借入による収入 1,765 3,375
   長期借入金の返済による支出 △2,131 △2,419
   自己株式の取得による支出 △1 △677
   自己株式の処分による収入 108 40
   配当金の支払額 △613 △801
   利息の支払額 △217 △223
   財務活動によるキャッシュ・フロー △3,450 △835
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △85 143
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 470 384
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 384 528



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社18社を連結しています。

連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の４関係会

社の状況に記載しているため省略しました。

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社17社を連結しています。

連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の４関係会

社の状況に記載しているため省略しました。

なお、㈱ノーサン・エージェンシーは、当連結会計

年度に清算結了致しましたので、連結の対象から除

外しました。

２ 持分法の適用に関する事項

すべての関連会社９社に持分法を適用しています。

なお、仙台飼料㈱は当連結会計年度に関連会社とな

ったため、持分法適用会社に含めました。

持分法適用会社名は、「第１ 企業の概況」の４関

係会社の状況に記載しているため省略しました。

なお、持分法適用会社は、直近の決算日における財

務諸表に基づいています。

２ 持分法の適用に関する事項

すべての関連会社９社に持分法を適用しています。

持分法適用会社名は、「第１ 企業の概況」の４関

係会社の状況に記載しているため省略しました。

なお、持分法適用会社は、直近の決算日における財

務諸表に基づいています。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社はいずれも親会社と同じ決算日です。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しています)

時価のないもの

移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しています)

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

―最終仕入原価法

製品・原材料・仕掛品及び貯蔵品

―主として移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

同左

製品・原材料・仕掛品及び貯蔵品

同左

(3) 重要な減価償却資産の減価償却方法

① 有形固定資産

主として定率法

なお、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)については、定額法を採

用しています。

また、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物     ７～50年

機械装置及び運搬具   ４～15年

工具器具及び備品    ２～15年

(3) 重要な減価償却資産の減価償却方法

① 有形固定資産
同左

② 無形固定資産

定額法

耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しています。

② 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しています。



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しています。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 投資損失引当金

投資に対する損失に備えるため、投資先の財政

状態及び回収可能性を勘案し、必要額を計上し

ています。

② 投資損失引当金

同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上しています。

なお、数理計算上の差異は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を、発生の翌連結

会計年度から処理しています。

また、過去勤務債務については、発生年度に一

括処理しています。

③ 退職給付引当金

同左

④ 飼料事故関連諸費用引当金

飼料事故に関連する諸費用の支出に備えるた

め、その経過等の状況に基づき、費用発生見込

額を計上しています。 

 

④     ――――――――

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっています。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。また、特例処

理の要件を満たす金利スワップ取引については

特例処理によっています。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引、為替予約取

引

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約取引

ヘッジ対象：金利及び為替の変動による損失

の可能性があり、ヘッジ取引によりキャッシ

ュ・フローが固定され、その変動が回避され

るもの

ヘッジ対象：為替の変動による損失の可能性

があり、ヘッジ取引によりキャッシュ・フロ

ーが固定され、その変動が回避されるもの

③ ヘッジ方針

当社の管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る

金利変動リスク及び為替変動リスクを一定の

範囲内でヘッジを行っています。

③ ヘッジ方針

当社の管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る

為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジを行

っています。

④ ヘッジの有効性評価の方法

デリバティブ取引の実行に当り、当社の管理

規定に基づきヘッジ手段とヘッジ対象の相場

変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎に

して判断しています。特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を省

略しています。

④ ヘッジの有効性評価の方法

デリバティブ取引の実行に当り、当社の管理

規定に基づきヘッジ手段とヘッジ対象の相場

変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎に

して判断しています。

(7) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっています。

(7) 消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっています。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、原則として発生日以後５年間で均

等償却し、少額な場合は発生年度に償却する方法に

よっています。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんは、原則として発生日以後５年間で均等償却

し、少額な場合は発生年度に償却する方法によって

います。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

しています。

７       ――――――――

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

に含めた現金及び現金同等物は、手許現金及び要求

払預金のほか、取得日から３ヶ月以内に満期の到来

する定期性預金からなっています。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）
当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計
基準適用指針第８号）を適用しています。
これによる損益に与える影響はありません。
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
22,071百万円です。
また、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年
度における連結財務諸表の純資産の部については、改
正後の連結財務諸表規則により作成しています。

――――――― （役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度から、「役員賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計
基準第４号）を適用しています。この結果、従来の方
法に比べて、営業利益、経常利益、税金等調整前当期
純利益が42百万円減少しています。
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記
載しています。

――――――― （ストック・オプション等に関する会計基準等）

当連結会計年度から、「ストック・オプション等に関
する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月
27日 企業会計基準第８号）及び「ストック・オプシ
ョン等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
委員会 最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適
用指針第11号）を適用しています。
なお、損益に与える影響は軽微です。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

※１ このうち担保に供されているものは次のとおりで

す。

(イ) 工場財団抵当を設定しているもの

建物 2,108百万円

構築物 223 〃

機械及び装置 3,783 〃

土地 1,131 〃

計 7,246 〃

上記に対応する債務

短期借入金 4,700百万円

一年以内返済予定長期借入金 64 〃

長期借入金 312 〃
 

 

 

※１ このうち担保に供されているものは次のとおりで

す。

(イ) 工場財団抵当を設定しているもの

建物 2,036百万円

構築物 164 〃

機械及び装置 3,379 〃

土地 1,045 〃

計 6,626 〃

上記に対応する債務

短期借入金 4,700百万円

一年以内返済予定長期借入金 64 〃

長期借入金 248 〃

 

 

(ロ) その他の担保

建物 1,315百万円

土地 887 〃

工具器具備品 6 〃

計 2,210 〃

上記に対応する債務

一年以内返済予定長期借入金 409百万円

長期借入金 1,173 〃
 

 

 

(ロ) その他の担保

建物 1,278百万円

土地 889 〃

工具器具備品 5 〃

計 2,173 〃

上記に対応する債務

一年以内返済予定長期借入金 363百万円

長期借入金 1,102 〃

 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりです。

投資有価証券(株式) 3,618百万円
  

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりです。

投資有価証券(株式) 3,670百万円

 

 ３ 偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金等に対し債務

保証を行っています。

道東飼料㈱ 979百万円

仙台飼料㈱ 560 〃

㈲スズランファーム 211 〃

㈱秋田畜産物流 134 〃

宮崎サンフーズ㈱他18件 916 〃

計 2,802 〃
  

 ３ 偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金等に対し債務保

証を行っています。

仙台飼料㈱ 1,540百万円

道東飼料㈱ 872 〃

㈲スズランファーム 181 〃

宮崎サンフーズ㈱ 114 〃

㈱フレッシュキッチン他14件 751 〃

計 3,459 〃

 

 ４ 売掛債権及び手形信託譲渡高 1,208百万円

   （上記のうち遡及義務） 281百万円
  

４ 売掛債権及び手形信託譲渡高 2,397百万円

  （上記のうち遡及義務） 691百万円

 

※５ 自己株式の保有数

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株

式の数は、以下のとおりです。

普通株式 6,077千株

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式 

129,309千株です。

 

※５       ―――――――



  

 
  

(連結損益計算書関係) 
    

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 ６ コミットメントライン契約

効率的な資金調達を行うために取引金融機関４行

との間で、コミットメントライン契約を締結して

います。この契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりです。

コミットメントラインの総額 5,000百万円

借入実行残高 500 〃 

借入未実行残高 4,500 〃 
  

 ６ コミットメントライン契約

効率的な資金調達を行うために取引金融機関４行

との間で、コミットメントライン契約を締結して

います。この契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりです。

コミットメントラインの総額 5,000百万円

借入実行残高 500 〃 

借入未実行残高 4,500 〃 
 

※７       ――――――― ※７ 連結会計年度末日満期手形           

連結会計年度末日満期手形の会計処理について
は、手形交換日をもって決済処理しています。な
お、当連結会計年度末が金融機関の休日であった
ため、連結会計年度末日満期手形が受取手形に
473百万円含まれています。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ※１ 固定資産売却益 
土地売却益 8百万円等です。

※１ 固定資産売却益
土地売却益 97百万円、建物売却益 6百万円等で

す。
 ※２ 投資有価証券売却益

上場株式等を売却したことによる売却益です。
 

※２       ―――――――

※３ 貸倒引当金戻入益         

取引先等への債権に対する貸倒引当金の戻入益で

す。

※３       ―――――――         

 

※４       ―――――― ※４ 保険金収入

水島工場における前期飼料事故に係る保険金収入

です。

※５ 固定資産売除却損

内訳は次のとおりです。

 固定資産売却損

土地 539百万円

構築物 4 〃

機械及び装置 13 〃

車輌及び運搬具 0 〃

工具器具及び備品 0 〃

無形固定資産 0 〃

計 558 〃
 

※５ 固定資産売除却損

内訳は次のとおりです。

 固定資産売却損

土地 7百万円

機械及び装置 3 〃

車輌及び運搬具 0 〃

生物  0 〃

無形固定資産 0 〃

計 12 〃

 

    固定資産除却損

建物 14百万円

構築物 4 〃

機械及び装置 20 〃

車輌及び運搬具 2 〃

工具器具及び備品 27 〃

無形固定資産 0 〃

計 69 〃
 

 

    固定資産除却損

建物 13百万円

構築物 1 〃

機械及び装置 42 〃

車輌及び運搬具 0 〃

工具器具及び備品 21 〃

計 80 〃

※６ 投資有価証券評価損

投資先の株式について評価減したものです。

※６       ―――――――    



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※７ 飼料事故関連諸費用

飼料安全法の基準・規格に適合しない飼料を製

造・出荷したことによる対応諸費用です。内訳

は、当期において発生が確定したもの49百万円

と、今後の対応諸費用の発生に備えて設定した飼

料事故関連諸費用引当金繰入額550百万円です。

※７       ―――――――

※８ 繰延ヘッジ取引損失

為替予約取引における時価評価額がヘッジ会計要

件を満たさなくなったため計上したものです。

※８       ―――――――

※９      ―――――――

 

※９ 減損損失

当社グループは以下の資産について減損損失を計

上しています。

用途 場所 種類
金額 

（百万円）

飼料製造設備 宮城県 建物 81

塩釜市 構築物 78

機械 164

工具器具備品 0

合計 ― ― 323

当社グループは事業用資産に関して地域別にグル

ーピングを行っています。仙台飼料㈱への製造委

託に伴い、処分の意思決定を行った上記資産につ

いては備忘価額まで減額し、当該減少額(323百万

円)を減損損失に計上しています。

 

※10 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。

一般管理費 628百万円

当期製造費用 ― 〃

計 628 〃
  

※10 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。

一般管理費 614百万円

当期製造費用 ― 〃

計 614 〃



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりです。 

 市場からの買付による増加 2,000,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加 5,418株 

減少数の内訳は、次のとおりです。 

 ストック・オプションの権利行使による減少 186,000株 

 単元未満株式の売却による減少 1,600株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 129,309,932 ― ― 129,309,932

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,077,340 2,005,418 187,600 7,895,158

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
平成18年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 1

合計 ― ― ― ― 1

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月23日 
定時株主総会

普通株式 801 6.5 平成18年3月31日 平成18年6月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年5月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 789 6.5 平成19年3月31日 平成19年6月8日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 平成18年３月31日現在の現金及び現金同等物の期

末残高は、連結貸借対照表に掲記されている現金

及び預金勘定の金額と一致しています。
 

※１ 平成19年３月31日現在の現金及び現金同等物の期

末残高は、連結貸借対照表に掲記されている現金

及び預金勘定の金額と一致しています。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(リース契約１件当り

のリース料総額が３百万円未満のリース取引を除く)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(リース契約１件当り

のリース料総額が３百万円未満のリース取引を除く)

①リース料総額の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①リース料総額の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

機械装置及
び運搬具

その他(工具
器具備品)

合計

取得価額 
相当額 
(百万円)

1,038 938 1,976

減価償却 
累計額相当額 
(百万円)

300 379 680

期末残高 
相当額 
(百万円)

738 558 1,296

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込法」により算定しています。

 

機械装置及
び運搬具

その他(工具
器具備品)

合計

取得価額
相当額 
(百万円)

1,250 981 2,232

減価償却
累計額相当額
(百万円)

441 506 948

期末残高
相当額 
(百万円)

808 474 1,283

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込法」により算定しています。

 

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 297百万円

１年超 999 〃

合計 1,296 〃

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込法」により算定していま

す。

 

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 293百万円

１年超 990 〃

合計 1,283 〃

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込法」により算定していま

す。

 

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 267百万円

減価償却費相当額 267 〃
  

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 296百万円

減価償却費相当額 296 〃

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

   

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

   
３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

 
  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

   

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

   

  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの

株式 871 3,634 2,763

債券 ― ― ―

小計 871 3,634 2,763

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの

株式 11 8 △2

債券 ― ― ―

小計 11 8 △2

合計 882 3,643 2,761

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 469

関連会社株式 3,618

売却額（百万円） 売却益の合計（百万円） 売却損の合計（百万円）

1,041 862 ―

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの

株式 873 3,230 2,356

債券 ― ― ―

小計 873 3,230 2,356

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの

株式 10 8 △2

債券 ― ― ―

小計 10 8 △2

合計 884 3,238 2,354

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 473

関連会社株式 3,670



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

   
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容、取引の目的

  当社グループは、金利変動リスクを回避する目的

で、金利スワップ取引を利用しています。また、原料

の輸入による為替変動リスクを回避する目的で為替予

約取引を利用しています。

(1) 取引の内容、取引の目的

  当社グループは、原料の輸入による為替変動リスク

を回避する目的で為替予約取引を利用しています。

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段：金利スワップ取引、為替予約取引

  ヘッジ対象：金利及び為替の変動による損失の可能

性があり、ヘッジ取引によりキャッシュ・フローが

固定され、その変動が回避されるもの

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段：為替予約取引

  ヘッジ対象：為替の変動による損失の可能性があ

り、ヘッジ取引によりキャッシュ・フローが固定さ

れ、その変動が回避されるもの

 ② ヘッジ方針

  当社の管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利変

動リスク及び為替変動リスクを一定の範囲内でヘッ

ジを行っています。

 ② ヘッジ方針

  当社の管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替変

動リスクを一定の範囲内でヘッジを行っています。

 ③ ヘッジの有効性評価の方法

  デリバティブ取引の実行に当り、当社の管理規定に

基づきヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額を基礎にして判断していま

す。特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しています。

 ③ ヘッジの有効性評価の方法

  デリバティブ取引の実行に当り、当社の管理規定に

基づきヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額を基礎にして判断していま

す。

(2) 取引に対する取組方針

  当社グループは、実需取引の範囲内で、金利変動及

び為替変動のリスク回避の目的にのみデリバティブ取

引を利用し、投機やトレーディング目的のために単独

でデリバティブ取引を利用することはありません。

(2) 取引に対する取組方針

  当社グループは、実需取引の範囲内で、為替変動の

リスク回避の目的にのみデリバティブ取引を利用し、

投機やトレーディング目的のために単独でデリバティ

ブ取引を利用することはありません。

(3) 取引に係るリスクの内容

  当社グループが利用しているデリバティブ取引につ

いては、市場金利及び為替の変動によるリスクを有し

ています。

  また、取引の契約相手はいずれも信用力の高い金融

機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと判断しています。

(3) 取引に係るリスクの内容

  当社グループが利用しているデリバティブ取引につ

いては、為替の変動によるリスクを有しています。

  また、取引の契約相手はいずれも信用力の高い金融

機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと判断しています。

(4) 取引に係るリスク管理体制

  金利関連のデリバティブ取引の実行および管理は、

取締役会にて承認された当社の管理規定に従い業務推

進部が担当しています。また、為替関連のデリバティ

ブ取引の実行は当該担当部が行い、管理は業務推進部

が担当しています。

  また、取引執行後遅滞なくその内容は担当役員に報

告され、取引の状況については、定期的に経営会議及

び取締役会に報告されています。

(4) 取引に係るリスク管理体制

  為替関連のデリバティブ取引の実行は当該担当部が

行い、管理は業務推進部が担当しています。

  また、取引執行後遅滞なくその内容は担当役員に報

告され、取引の状況については、定期的に経営会議及

び取締役会に報告されています。



次へ 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

 
１.為替予約取引は、為替変動リスクをヘッジするためのものでありますが、有効性の判定を行った結果、有効性が

ないと評価されたため、注記の対象としています。 

２.時価の算定は、金融機関から提示された価格によっており、この価格が実際に将来受払いされる金額をあらわす

ものではありません。 

  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

区 分 種 類
契約額等 時 価 評価損益

（百万円） （百万円） （百万円）

市場取引以外の取引 為替予約取引 2,466 △216 △216

合  計 2,466 △216 △216



次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社の一部は、確定給付型の制度と

して、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設け

ています。また、従業員の退職等に際して、退職給

付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対

象とされない割増退職金を支払う場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日)

 イ 退職給付債務 △6,566百万円

 ロ 年金資産
   (退職給付信託を含む)

7,669 〃

 ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 1,102 〃

 ニ 未認識数理計算上の差異 △1,429 〃

 ホ 連結貸借対照表計上額の純額 
   (ハ＋ニ)

△327 〃

 ヘ 前払年金費用 245 〃

 ト 退職給付引当金(ホ－ヘ) △572 〃

(注)１ 臨時に支払う割増退職金は含めていませ

ん。

２ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しています。

 
 

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

イ 退職給付債務 △6,501百万円

ロ 年金資産
  (退職給付信託を含む)

7,381 〃

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 879 〃

ニ 未認識数理計算上の差異 △754 〃

ホ 連結貸借対照表計上額の純額
   (ハ＋ニ)

125 〃

ヘ 前払年金費用 463 〃

ト 退職給付引当金(ホ－ヘ) △337 〃

(注)１ 臨時に支払う割増退職金は含めていませ

ん。

２ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しています。

 

 

３ 退職給付費用に関する事項

(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)

 イ 勤務費用 271百万円

 ロ 利息費用 96 〃

 ハ 期待運用収益 △40 〃

 ニ 数理計算上の差異の
   処理額

110 〃

 ホ 過去勤務債務の 
  処理額

24 〃

 ヘ 退職給付費用
   (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

463 〃

(注)１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金72百

万円を支払っており、営業外費用に計上し

ています。

  ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、勤務費用に計上しています。

  
 

３ 退職給付費用に関する事項

(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)

イ 勤務費用 233百万円

ロ 利息費用 104 〃

ハ 期待運用収益 △53 〃

ニ 数理計算上の差異の
  処理額

△69 〃

ホ 過去勤務債務の
  処理額

― 〃

ヘ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

214 〃

(注)１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金29百

万円を支払っており、営業外費用に計上し

ています。

  ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、勤務費用に計上しています。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 イ 退職給付見込額の期間
   配分方法

期間定額基準

 ロ 割引率  2.0％

 ハ 期待運用収益率 2.0％

 ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

 ホ 過去勤務債務の額の処理年数 1年

 
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間
  配分方法

期間定額基準

ロ 割引率  2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ホ 過去勤務債務の額の処理年数 1年

 



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名 

株式報酬費用(販売費及び一般管理費）   1百万円 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

 
  

 
（注）新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当

社の取締役または従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了による退任及び

従業員の定年退職や就業規則に定める会社都合により退職した場合、その他取締役会が特別にその

後の新株予約権の保有及び行使を認めた場合はこの限りでない。 

その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

  

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日
平成14年6月26日

（株主総会承認日）
平成15年6月26日

（株主総会承認日）
平成16年6月25日 

（株主総会承認日）

付与対象者の区分及び人数
当社取締役    5名
当社従業員   73名

当社取締役  4名
当社従業員   73名

当社取締役   4名 
当社従業員   74名

株式の種類及び付与数 普通株式 307,000株 普通株式 294,000株 普通株式 289,000株

付与日 平成14年7月31日 平成15年7月31日 平成16年7月30日

権利確定条件 （注） （注） （注）

対象勤務期間
平成14年7月31日～
 平成16年6月30日

平成15年7月31日～
 平成17年6月30日

平成16年7月30日～ 
 平成18年6月30日

権利行使期間
平成16年7月1日～
 平成19年6月30日

平成17年7月1日～
 平成20年6月30日

平成18年7月1日～ 
 平成21年6月30日

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日
平成17年6月24日

（株主総会承認日）
平成18年6月23日

（株主総会承認日）
平成18年12月25日 
（取締役会承認日）

付与対象者の区分及び人数
当社取締役   5名
当社従業員   69名

当社従業員  58名 当社取締役    5名

株式の種類及び付与数 普通株式 286,000株 普通株式 182,000株 普通株式  63,000株

付与日 平成17年7月29日 平成19年1月9日 平成19年1月9日

権利確定条件 （注） （注） （注）

対象勤務期間
平成17年7月29日～
 平成19年6月30日

平成19年1月9日～
 平成20年6月30日

平成19年1月9日～ 
 平成21年1月9日

権利行使期間
平成19年7月1日～
 平成22年6月30日

平成20年7月1日～
 平成23年6月30日

平成21年1月10日～ 
 平成23年6月30日



（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
  

 
  

②単価情報 

 
  

 
  

３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

（1）使用した算定技法 

ブラック・ショールズ式 

（2）使用した主な基礎数値及びその見積方法 

①株価変動性       24.494％ 

 平成15年10月11日～平成19年1月9日の株価実績に基づき算定 

②予想残存期間      3年3ヶ月 

十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積が困難なため、権利行使期間の中間点において行使さ

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年6月26日 平成15年6月26日 平成16年6月25日

権利確定前

 期首（株） － － 286

 付与（株） － － －

 失効（株） － － －

 権利確定（株） － － 286

 未確定残（株） － － －

権利確定後

 期首（株） 61 141 －

 権利確定（株） － － 286

 権利行使（株） 22 46 103

 失効（株） － － －

 未行使残（株） 39 95 183

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年6月24日 平成18年6月23日 平成18年12月25日

権利確定前

 期首（株） 276 － －

 付与（株） － 182,000 63,000

 失効（株） － － －

 権利確定（株） － － －

 未確定残（株） 276 182,000 63,000

権利確定後

 期首（株） － － －

 権利確定（株） － － －

 権利行使（株） － － －

 失効（株） － － －

 未行使残（株） － － －

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年6月26日 平成15年6月26日 平成16年6月25日

権利行使価格（円） 181 218 220

行使時平均株価（円） 342 334 330

付与日における公正な評価
単価（円）

－ － －

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年6月24日 平成18年6月23日 平成18年12月25日

権利行使価格（円） 298 325 325

行使時平均株価（円） － － －

付与日における公正な評価
単価（円）

－ 41 41



前へ   次へ 

れるものと推定して見積もっている。 

③予想配当        6.5円／株 

 平成18年3月期の配当実績による 

④無リスク利子率     1.009％ 

 予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回り 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用している。 

  



前へ 

(税効果会計関係) 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 退職給付引当金損金算入限度
 超過額

1,196百万円

 未払従業員賞与損金算入限度
 超過額

333 〃

 繰越欠損金 236 〃

 飼料事故関連諸費用引当金 222 〃

 その他 461 〃

繰延税金資産小計 2,450 〃

評価性引当額 △274 〃

繰延税金資産合計 2,176 〃

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △1,116 〃

 固定資産圧縮積立金 △692 〃

 退職給付信託 △599 〃

 前払飼料安定基金 △89 〃

 その他 △30 〃

繰延税金負債合計 △2,526 〃

繰延税金負債の純額 △350 〃

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 1,083百万円

未払従業員賞与 293 〃

投資有価証券評価損 100 〃

その他 525 〃

繰延税金資産小計 2,003 〃

評価性引当額 △165 〃

繰延税金資産合計 1,838 〃

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △951 〃

退職給付信託 △648 〃

固定資産圧縮積立金 △617 〃

前払飼料安定基金 △92 〃

その他 △53 〃

繰延税金負債合計 △2,362 〃

繰延税金負債の純額 △524 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

 交際費等永久に損金に
 算入されない項目

2.1

 受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目

△2.4

 住民税均等割額 1.2

 評価性引当金の増減額 6.3

 税務上損金算入が認められる子会社
への個別引当

△6.2

 持分法による投資利益 △2.7

 連結会社間の受取配当金消去 2.0

 試験研究費に係る税額控除 △1.6

 ＩＴ投資促進税制による税額控除 △1.2

 その他 △0.8

 税効果会計適用後の
 法人税等の負担率

37.1

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.8

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△2.6

住民税均等割額 1.2

評価性引当金の増減額 4.7

持分法による投資利益 △1.6

連結会社間の受取配当金消去 2.1

試験研究費に係る税額控除 △1.3

その他 △1.6

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

43.1



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

飼料事業 
(百万円)

食品事業 
(百万円)

ライフ
テック事業
(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

89,118 15,893 10,340 1,010 116,362 ― 116,362

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,484 32 1,296 282 3,096 (3,096) ―

計 90,602 15,925 11,637 1,293 119,458 (3,096) 116,362

  営業費用 87,035 15,223 11,191 1,247 114,697 (1,829) 112,868

  営業利益 3,567 701 446 45 4,761 (1,266) 3,494

Ⅱ 資産、減価償却費
  及び資本的支出

  資産 39,459 6,900 6,786 599 53,746 4,494 58,240

  減価償却費 1,402 315 363 1 2,083 132 2,215

  資本的支出 1,639 293 101 2 2,038 137 2,175

飼料事業 
(百万円)

食品事業 
(百万円)

ライフ
テック事業
(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

95,472 14,754 11,127 871 122,226 ― 122,226

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,566 31 1,308 235 3,141 (3,141) ―

計 97,039 14,786 12,436 1,106 125,368 (3,141) 122,226

  営業費用 94,387 13,877 11,850 1,083 121,199 (1,763) 119,435

  営業利益 2,652 908 585 23 4,169 (1,378) 2,790

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

  資産 45,916 6,086 6,971 250 59,224 4,173 63,398

  減価償却費 1,433 328 322 0 2,085 124 2,209

  減損損失 323 ― ― ― 323 ― 323

  資本的支出 1,044 458 137 ― 1,639 16 1,656



(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び市場の類似性を考慮して区分しています。 
  
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

(1) 飼料事業…………………鶏用飼料、豚用飼料、牛用飼料および魚用飼料 

(2) 食品事業…………………ヨード卵、ヨード卵関連商品、鶏卵 

(3) ライフテック事業………ペットフード、馬用飼料、実験動物および実験動物用飼料、バイオ関連商品 

(4) その他事業………………建築請負 

なお、その他事業の事業内容に含めていました不動産管理および役務等ですが、

当該事業を行っていた連結子会社の㈱ノーサン・エージェンシーが清算結了した

ため、当連結会計年度よりその他事業の事業内容から除外しました。 
  
３ 前連結会計年度の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,988百万円であり、その主な

ものは親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等で

す。 
  

当連結会計年度の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,729百万円であり、その主な

ものは親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等で

す。 
  
４ 関連会社の事業の見直しを行った結果、ときめきファーム㈱、㈱フレッシュキッチン、フードリンク㈱につ

いては、従来「食品事業」に含めていましたが、飼料販売のための食肉事業が主要な事業となっているた

め、組織を見直した結果、当連結会計年度から「飼料事業」に含めています。これに伴い、従来と比較し

て、当連結会計年度の資産は、飼料事業が1,079百万円増加し、食品事業は同額減少しています。 
  
５ 当連結会計年度から、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第4号）を適用しています。これに伴い、従来と比較して、「消去又は全社」の営業費用は42百万円増

加し、営業利益が同額減少しています。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が無いため、記載していません。 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が無いため、記載していません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しました。 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しました。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) １ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等を含んで表示しています。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1) 三菱商事㈱への飼料の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、四半期毎

に価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しています。 

(2) 原材料の購入については、三菱商事㈱以外からも複数の見積りを入手し、随時価格交渉の上、市場の実

勢価格をみて発注先を決定しています。 

  

２ 子会社等 

  

 
(注) １ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

道東飼料㈱に対する債務保証は、農林中央金庫からの融資342百万円、日本政策投資銀行からの融資516百万

円及び㈱横浜銀行からの融資120百万円に対して保証したものです。 

  

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

被所有割合 

(％)

関係内容

取引の内容

取引 

金額 

(百万円)

科目
期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

その他の 

関係会社

三菱商事 

㈱

東京都 

千代田区
197,817 総合商社 直接 21.88

三菱商事 

㈱から 

 転籍２人 

 兼任１人

当社から飼

料等を販売

し、同社 よ

り原材料等

を購入して

います。

飼料等の 

販売
7,126 売掛金 1,272

原材料等の 

購入
29,518 買掛金 4,235

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

所有割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

関連会社
道東飼料

㈱

北海道 

釧路市
300 飼料の製造 直接 30.00

出向1人

兼任1人

当社から飼

料の製造委

託をしてい

ます。

債務保証 979 ― ―



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) １ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等を含んで表示しています。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1) 三菱商事㈱への飼料の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、四半期毎

に価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しています。 

(2) 原材料の購入については、三菱商事㈱以外からも複数の見積りを入手し、随時価格交渉の上、市場の実

勢価格をみて発注先を決定しています。 

  

２ 子会社等 

  

 
(注) １ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

道東飼料㈱に対する債務保証は、農林中央金庫からの融資306百万円、日本政策投資銀行からの融資463百万

円及び㈱横浜銀行からの融資103百万円に対して保証したものです。 

  

 
(注) １ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

仙台飼料㈱に対する債務保証は、農林漁業金融公庫からの融資1,078百万円、㈱横浜銀行からの融資277百万

円及び㈱みずほ銀行からの融資184百万円に対して保証したものです。 

  

  

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

被所有割合 

(％)

関係内容

取引の内容

取引 

金額 

(百万円)

科目
期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

その他の 

関係会社

三菱商事 

㈱

東京都 

千代田区
199,228 総合商社 直接 22.20

三菱商事 

㈱から 

 転籍２人 

 兼任１人

当社から飼

料等を販売

し、同社 よ

り原材料等

を購入して

います。

飼料等の 

販売
8,101 売掛金 1,736

原材料等の 

購入
33,892 買掛金 6,352

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

所有割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

関連会社
道東飼料

㈱

北海道 

釧路市
300 飼料の製造 直接 30.00

出向1人

兼任1人

当社から飼

料の製造委

託をしてい

ます。

債務保証 872 ― ―

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

所有割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

関連会社
仙 台 飼 料

㈱

宮城県 

仙台市
400 飼料の製造 直接 35.00

出向1人 

兼任1人

当社から飼

料の製造委

託をしてい

ます。

債務保証 1,540 ― ―



(１株当たり情報) 

  

   
  
  
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり純資産額 179円81銭

１株当たり当期純利益 15円34銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
15円30銭

 

 

 

１株当たり純資産額 181円79銭

１株当たり当期純利益 13円14銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
13円11銭

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部 

の合計額
22,072百万円

普通株式に係る純資産額 22,071 〃

 差額の主な内訳

   新株予約権 1百万円

普通株式の発行済株式数 129,309,932株

普通株式の自己株式数 7,895,158株

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数
121,414,774株

 

 

 

１株当たり当期純利益の算定の基礎 

 

  連結損益計算書上の当期純利益 1,886百万円

  普通株式に係る当期純利益 1,886 〃

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

  普通株式の期中平均株式数 122,942,590株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳

 該当事項はありません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳

新株予約権 351,288株
 

 

 

 

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益

 連結損益計算書上の当期純利益 1,602百万円

 普通株式に係る当期純利益 1,602 〃

  普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

   該当事項はありません。

  普通株式の期中平均株式数 121,968,895株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた当期純利益調整額の主要な内訳

 該当事項はありません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳

新株予約権 229,332株

 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

該当事項はありません

これらの詳細については、第４提出会社の状況１

株式等の状況(7)ストックオプション制度の内容に

記載のとおりです。

 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

該当事項はありません

これらの詳細については、第４提出会社の状況１

株式等の状況(8)ストックオプション制度の内容に

記載のとおりです。



(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（親会社の異動と特別利益の発生） 

平成19年５月18日、三菱商事株式会社による当社株式の公開買付が発表され、当社は、同日開催の

取締役会で本公開買付けについて賛同の意を表明しました。 

この公開買付が成立し、三菱商事株式会社の所有する議決権比率が50％を超えましたので、同社が

新たに親会社となりました。 

また、親会社の異動に伴い、会社法第135条第３項の規定に従い、当社が所有する三菱商事株式会

社の普通株式482,952株を相当の時期に処分することとなります。この場合、東京証券取引所市場第

一部における平成19年５月の終値平均2,730円ですべて処分できたとすると、特別利益として約11億

円の投資有価証券売却益を計上することとなります。 

  



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期中の平均残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 7,110 6,980 0.8% ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,178 2,232 1.6% ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

5,268 6,169 1.6%
平成20年4月30日～ 
平成30年6月1日

合計 14,557 15,382 ― ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 1,779 1,538 1,282 758



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

第90期
(平成18年３月31日)

第91期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 266 415

 ２ 受取手形 ※９ 2,785 3,316

 ３ 売掛金 ※２ 14,402 18,171

 ４ 商品 255 293

 ５ 製品 651 667

 ６ 原材料 2,225 3,298

 ７ 仕掛品 818 911

 ８ 貯蔵品 99 111

 ９ 前払費用 299 288

 10 繰延税金資産 667 411

 11 短期貸付金 1,073 1,048

 12 関係会社短期貸付金 1,914 2,129

 13 その他 1,422 1,984

 14 貸倒引当金 △74 △117

   流動資産合計 26,806 55.4 32,930 61.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物 8,160 8,098

    減価償却累計額 4,806 3,353 4,973 3,124

  ２ 構築物 2,249 1,885

    減価償却累計額 1,796 452 1,552 333

  ３ 機械及び装置 20,013 18,918

    減価償却累計額 15,746 4,267 15,105 3,813

  ４ 車輌及び運搬具 148 133

    減価償却累計額 136 11 125 7

  ５ 工具器具及び備品 1,222 1,254

    減価償却累計額 1,026 195 1,071 183

  ６ 土地 2,377 2,314

  ７ 建設仮勘定 1 7

   有形固定資産合計 10,660 22.0 9,784 18.4



 
  

第90期
(平成18年３月31日)

第91期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 22 ―

  ２ のれん ― 13

  ３ 特許権 0 0

  ４ 商標権 1 1

  ５ ソフトウェア 462 491

  ６ 電話加入権 17 17

  ７ 施設利用権 0 0

  ８ ソフトウェア仮勘定 65 69

   無形固定資産合計 571 1.2 594 1.1

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 2,772 2,346

  ２ 関係会社株式 4,957 4,984

  ３ 出資金 113 103

  ４ 長期貸付金 286 249

  ５ 従業員長期貸付金 12 10

  ６ 関係会社長期貸付金 2,179 1,509

  ７ 再生債権、 
    更生債権等

128 171

  ８ 長期前払費用 496 708

  ９ 敷金・保証金 221 205

  10 貸倒引当金 △707 △250

  11 投資損失引当金 △128 △128

   投資その他の資産合計 10,331 21.4 9,910 18.6

   固定資産合計 21,563 44.6 20,289 38.1

資産合計 48,370 100.0 53,220 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 11,509 16,617

 ２ 短期借入金 ※１ 4,850 4,650

 ３ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金

※１ 1,744 1,847

 ４ 未払金 854 1,183

 ５ 未払法人税等 997 539

 ６ 未払消費税等 15 117

 ７ 未払費用 1,214 1,059

 ８ 預り金 ※２ 2,649 3,011

 ９ 飼料事故関連諸費用 
   引当金

550 ―

 10 その他 216 ―

   流動負債合計 24,602 50.9 29,026 54.5



  

 
  

第90期
(平成18年３月31日)

第91期 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 3,955 4,961

 ２ 繰延税金負債 927 848

 ３ 退職給付引当金 258 42

   固定負債合計 5,141 10.6 5,852 11.0

負債合計 29,744 61.5 34,878 65.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 7,411 15.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,731 ―

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 31 31 ― ―

   資本剰余金合計 2,763 5.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,852 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 1,019 ―

  (2) 特別償却準備金 74 ―

  (3) 別途積立金 2,270 3,364 ― ―

 ３ 当期未処分利益 2,645 ―

   利益剰余金合計 7,862 16.3 ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,642 3.4 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※６ △1,053 △2.2 ― ―

資本合計 18,625 38.5 ― ―

負債・資本合計 48,370 100.0 ― ―



 
  

第90期
(平成18年３月31日)

第91期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 7,411 13.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 2,731

  (2) その他資本剰余金 ― 34

    資本剰余金合計 ― ― 2,766 5.2

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,852

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 827

    特別償却準備金 ― 49

    別途積立金 ― 2,270

    繰越利益剰余金 ― 3,454

    利益剰余金合計 ― ― 8,453 15.9

 ４ 自己株式 ― ― △1,693 △3.2

   株主資本合計 ― ― 16,938 31.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 1,402 2.7

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,402 2.7

Ⅲ 新株予約権 ― ― 1 0.0

純資産合計 ― ― 18,341 34.5

負債純資産合計 ― ― 53,220 100.0



② 【損益計算書】 
  

 
  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 ※11 82,884 87,544

 ２ 商品売上高 ※11 14,657 16,190

 ３ その他売上高 ※11 267 97,808 100.0 261 103,996 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首製品棚卸高 621 651

 ２ 期首商品棚卸高 226 255

 ３ 当期製品製造原価 ※11 60,613 65,795

 ４ 当期製品仕入高 13,574 15,563

 ５ 当期商品仕入高 11,205 10,848

 ６ 他勘定より振替高 ※１ 362 512

合計 86,603 93,625

 ７ 期末製品棚卸高 651 667

 ８ 期末商品棚卸高 255 85,697 87.6 293 92,665 89.1

   売上総利益 12,111 12.4 11,331 10.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※12

 １ 広告宣伝費 575 392

 ２ 販売奨励金 299 296

 ３ 配合飼料価格安定基金 926 931

 ４ 運送費 2,305 2,443

 ５ 貸倒引当金繰入額 ─ 56

 ６ 給料手当・賞与 2,097 1,948

 ７ 役員賞与 ― 42

 ８ 福利厚生費 493 461

 ９ 退職給付費用 244 123

 10 役員退職慰労引当金 
   繰入額

7 ―

 11 租税公課 93 80

 12 減価償却費 193 258

 13 その他 2,262 9,499 9.7 2,277 9,312 9.0

   営業利益 2,611 2.7 2,018 1.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※11 122 97

 ２ 受取配当金 ※11 206 204

 ３ 固定資産貸付料 ※11 102 104

 ４ その他 91 522 0.5 146 553 0.5



  

 
  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 173 190

 ２ 売上割引 5 5

 ３ 賃貸資産関係費 62 60

 ４ 退職特別付加金 72 29

 ５ その他 90 404 0.4 101 388 0.3

   経常利益 2,730 2.8 2,182 2.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 7 103

 ２ 投資有価証券売却益 ※３ 863 ―

 ３ 保険金収入 ※４ ― 871 0.9 324 427 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売除却損 ※５ 60 38

 ２ 貸倒引当金繰入額 ※６ 399 ―

 ３ 投資有価証券評価損 ※７ 35 ―

 ６ 飼料事故関連諸費用 ※８ 600 ―

 ７ 繰延ヘッジ取引損失 ※９ 216 ―

 ６ 減損損失 ※10 ― 1,311 1.4 323 362 0.3

   税引前当期純利益 2,289 2.3 2,248 2.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,198 516

   法人税等調整額 △373 824 0.8 340 856 0.8

   当期純利益 1,465 1.5 1,392 1.4

   前期繰越利益 1,180 ―

   当期未処分利益 2,645 ―



製造原価明細書 

  

 
(注) １ 原価計算方法は総合原価計算です。 

※２ 経費のうち主なものは減価償却費(第90期1,027百万円、第91期998百万円)です。 

  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 原材料費 55,507 91.4 60,624 92.0

Ⅱ 労務費 1,573 2.6 1,491 2.3

Ⅲ 経費 ※２ 2,597 4.3 2,691 4.1

Ⅳ 外注費 1,045 1.7 1,081 1.6

  当期総製造費用 60,723 100.0 65,888 100.0

  期首仕掛品棚卸高 708 818

合計 61,431 66,707

  期末仕掛品棚卸高 818 911

  当期製品製造原価 60,613 65,795



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 固定資産圧縮積立金取崩額は、法人税法及び租税特別措置法の規定、特別償却準備金取崩額は、租税

特別措置法の規定に基づくものです。 

  

株主総会承認年月日
第90期

(平成18年６月23日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 2,645

Ⅱ 任意積立金取崩額

   固定資産圧縮積立金
   取崩額

90

   特別償却準備金取崩額 12 103

合計 2,748

Ⅲ 利益処分額

   配当金 801 801

Ⅳ 次期繰越利益 1,947



④ 【株主資本等変動計算書】 

第91期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,411 2,731 31 2,763

事業年度中の変動額

 自己株式の処分 2 2

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 2 2

平成19年３月31日残高(百万円) 7,411 2,731 34 2,766

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
固定資産  

圧縮積立金
特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,852 1,019 74 2,270 2,645 7,862

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △801 △801

 当期純利益 1,392 1,392

 固定資産圧縮積立金の取崩 △192 192 ─

 特別償却準備金の取崩 △25 25 ─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ △192 △25 ─ 808 591

平成19年３月31日残高(百万円) 1,852 827 49 2,270 3,454 8,453

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △1,053 16,983 1,642 1,642 ─ 18,625

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △801 △801

 当期純利益 1,392 1,392

 自己株式の取得 △677 △677 △677

 自己株式の処分 37 40 40

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─

 特別償却準備金の取崩 ─ ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△239 △239 1 △238

事業年度中の変動額合計(百万円) △639 △45 △239 △239 1 △284

平成19年３月31日残高(百万円) △1,693 16,938 1,402 1,402 1 18,341



重要な会計方針 

  

 
  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しています)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しています)

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品

最終仕入原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品

同左

(2) 製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

移動平均法による原価法

(2) 製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産：定率法

なお、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法を採

用しています。

また、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物     ７～50年

機械装置及び運搬具   ４～10年

工具器具及び備品    ２～15年

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産：定率法

同左

(2) 無形固定資産：定額法

耐用年数については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しています。

(2) 無形固定資産：定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しています。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しています。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 投資損失引当金

投資に対する損失に備えるため、投資先の財

政状態及び回収可能性を勘案し、必要額を計上

しています。

(2) 投資損失引当金

同左



   
  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に充てるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。

なお、数理計算上の差異は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額を発生の翌事業年

度から処理しています。

また、過去勤務債務については、発生年度に

一括処理しています。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 飼料事故関連諸費用引当金

飼料事故に関連する諸費用の支出に備えるた
め、その経過等の状況に基づき、費用発生見込
額を計上しています。

(4)      ―――――――

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。また、特例処理

の要件を満たす金利スワップ取引については特例

処理によっています。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引、為替予約取引

ヘッジ対象：金利及び為替の変動による損失の可

能性があり、ヘッジ取引によりキャッシュ・フロ

ーが固定され、その変動が回避されるもの

③ ヘッジ方針

当社の管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利

変動リスク及び為替変動リスクを一定の範囲内で

ヘッジを行っています。

④ ヘッジの有効性評価の方法

デリバティブ取引の実行に当り、当社の管理規定

に基づきヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額を基礎にして判断して

います。特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しています。

６ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約取引

ヘッジ対象：為替の変動による損失の可能性があ

り、ヘッジ取引によりキャッシュ・フローが固定

され、その変動が回避されるもの

③ ヘッジ方針

当社の管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替

変動リスクを一定の範囲内でヘッジを行っていま

す。

④ ヘッジの有効性評価の方法

デリバティブ取引の実行に当り、当社の管理規定

に基づきヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額を基礎にして判断して

います。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっています。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理

同左



重要な会計方針の変更 
  
  

 
  

表示方法の変更 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）
当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準
適用指針第８号）を適用しています。
これによる損益に与える影響はありません。
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
18,340百万円です。
また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお
ける財務諸表の純資産の部については、改正後の財務
諸表等規則により作成しています。

――――――― （役員賞与に関する会計基準）

当事業年度から、「役員賞与に関する会計基準」（企
業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準
第４号）を適用しています。この結果、従来の方法に
比べて、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利
益が42百万円減少しています。

――――――― （ストック・オプション等に関する会計基準等）

当事業年度から、「ストック・オプション等に関する
会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日
企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第
11号）を適用しています。
なお、損益に与える影響は軽微です。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――― 財務諸表等規則の改正による財務諸表の表示に関する変
更は以下のとおりです。

（貸借対照表）
「営業権」は、当事業年度から「のれん」として表示
しています。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第90期 
(平成18年３月31日)

第91期
(平成19年３月31日)

 

 

※１ このうち担保に供されているものは次のとおりで

す。

   工場財団抵当を設定しているもの

建物 2,108百万円

構築物 223 〃

機械及び装置 3,783 〃

土地 1,131 〃

計 7,246 〃

     上記に対応する債務

短期借入金 4,700百万円

一年内返済予定長期借入金 64 〃

長期借入金 312 〃
 

 

 

※１ このうち担保に供されているものは次のとおりで

す。

   工場財団抵当を設定しているもの

建物 2,036百万円

構築物 164 〃

機械及び装置 3,379 〃

土地 1,045 〃

計 6,626 〃

     上記に対応する債務

短期借入金 4,700百万円

一年内返済予定長期借入金 64 〃

長期借入金 248 〃

 

※２ 関係会社に対する主な資産及び負債

区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりです。

区分 科目 金額

資産 売掛金 4,856百万円

負債 買掛金 4,571 〃

預り金 1,722 〃
 

※２ 関係会社に対する主な資産及び負債

区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりです。

区分 科目 金額

資産 売掛金 6,072百万円

負債 買掛金 6,665 〃

預り金 2,022 〃

 

 ３ 偶発債務

下記の関係会社及び取引先等の銀行借入金等に対

し債務保証を行っています。

 関係会社              保証額

 ㈱ジャパンフィード 1,645百万円

 道東飼料㈱ 979 〃

 房総ファーム㈱ 727 〃

 仙台飼料㈱他５件 1,008 〃

 計 4,361 〃
  

 ３ 偶発債務

下記の関係会社及び取引先等の銀行借入金等に対

し債務保証を行っています。

 関係会社              保証額

㈱ジャパンフィード 1,585百万円

仙台飼料㈱ 1,540 〃

道東飼料㈱ 872 〃

房総ファーム㈱他４件 1,241 〃

計 5,240 〃

 

 取引先等              保証額

 ㈲スズランファーム 211百万円

 ㈱秋田畜産物流 125 〃

 ㈲前畑養鶏場 103 〃

 ㈲ヴィクトリーポーク 
 他14件

574 〃

 計 1,014 〃

 合計 5,375 〃
  

 取引先等              保証額

㈲スズランファーム 181百万円

㈱秋田畜産物流 98 〃

㈲北国ファーム 88 〃

(資)相良ポートリー
 他11件

460 〃

計 828 〃

合計 6,069 〃



 
  

  

第90期 
(平成18年３月31日)

第91期
(平成19年３月31日)

 

 

※４ 授権株数     普通株式 299,800,000株

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、こ

れに相当する株式数を減ずることとなっていま

す。

   発行済株式総数  普通株式 129,309,932株
 

※４       ―――――――

 

 ５ 売掛債権及び手形信託譲渡高 1,208百万円

   （上記のうち遡及義務） 281百万円

 ５ 売掛債権及び手形信託譲渡高 2,397百万円

   （上記のうち遡及義務） 691百万円

 

※６ 自己株式の保有数

普通株式 6,077千株

※６       ―――――――

 ７ 配当制限

有価証券の時価評価により、純資産額が1,642 

百万円増加しています。

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されて

います。

 ７       ―――――――

 

 

 

 ８ コミットメントライン契約
効率的な資金調達を行うために取引金融機関４行
との間で、コミットメントライン契約を締結して
います。この契約に基づく当事業年度末の借入未
実行残高は次のとおりです。

コミットメントラインの総額 5,000百万円

借入実行残高 500 〃 

借入未実行残高 4,500 〃

※９       ―――――――

 

８ コミットメントライン契約
効率的な資金調達を行うために取引金融機関４行
との間で、コミットメントライン契約を締結して
います。この契約に基づく当事業年度末の借入未
実行残高は次のとおりです。

コミットメントラインの総額 5,000百万円

借入実行残高 500  〃 

借入未実行残高 4,500 〃 

※９ 期末日満期手形
期末日満期手形の会計処理については、手形交換
日をもって決済処理しています。なお、当事業年
度末日が金融機関の休日であったため、期末日満
期手形が受取手形に248百万円含まれています。



(損益計算書関係) 

  

 
  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定より振替高

主として原料売却に伴う原材料勘定からの振替増

です。

※１ 他勘定より振替高

同左

※２ 固定資産売却益

土地売却益7百万円等です。

※２ 固定資産売却益

土地売却益 96百万円、建物売却益 6百万円で

す。

※３ 投資有価証券売却益

上場株式等を売却したことによる売却益です。

※３       ―――――――

※４       ――――――― ※４ 保険金収入

水島工場における前期飼料事故に係る保険金収入

です。

 

 

※５ 固定資産売除却損

内訳は次の通りです。

固定資産売却損

土地 
車両及び運搬具

49百万円
0 〃  

工具器具及び備品他 0 〃

計 49 〃

固定資産除却損

構築物 0百万円

機械及び装置 7 〃

車両及び運搬具 1 〃

工具器具及び備品 1 〃

計 10 〃

 

 

 

※５ 固定資産売除却損

内訳は次の通りです。

固定資産売却損

土地
車両及び運搬具

7百万円
0 〃  

無形固定資産 0 〃

計 7 〃

固定資産除却損

建物 8百万円

構築物 1 〃

機械及び装置 18 〃

車両及び運搬具 0 〃

工具器具及び備品 1 〃

計 30 〃

※６ 貸倒引当金繰入額     

債権の一部について貸倒引当金を設定したもので

す。

※６       ―――――――     

※７ 投資有価証券評価損

投資先の株式について評価減したものです。

※７       ―――――――     

※８ 飼料事故関連諸費用

飼料安全法の基準・規格に適合しない飼料を製

造・出荷したことによる対応諸費用です。内訳

は、当期において発生が確定したもの49百万円

と、今後の対応諸費用の発生に備えて設定した飼

料事故関連諸費用引当金繰入額550百万円です。

※８       ―――――――

※９ 繰延ヘッジ取引損失

為替予約取引における時価評価額がヘッジ会計要

件を満たさなくなったため計上したものです。

※９       ――――――― 

 

 



 
  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※10       ―――――――

 

※10 減損損失

以下の資産について減損損失を計上しています。

用途 場所 種類
金額 

（百万円）

飼料製造設備 宮城県 建物 81

塩釜市 構築物     78

機械 164

工具器具備品 0

合計 ― ― 323

当社は事業用資産に関して地域別にグルーピング

を行っています。 

仙台飼料㈱への製造委託に伴い、処分の意思決定

を行った上記資産については備忘価額まで減額

し、当該減少額(323百万円)を減損損失に計上し

ています。

 

※11 関係会社との取引

製品売上高 22,621百万円

商品売上高 576 〃

その他売上高 16 〃

原材料仕入高 29,270 〃

受取利息 80 〃

受取配当金 148 〃

固定資産貸付料 65 〃
  

※11 関係会社との取引

製品売上高 24,558百万円

商品売上高 1,450 〃

その他売上高 17 〃

原材料仕入高 40,520 〃

受取利息 82 〃

受取配当金 145 〃

固定資産貸付料 72 〃

 

※12 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。

一般管理費 628百万円

当期製造費用 ─ 〃

計 628 〃
  

※12 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。

一般管理費 614百万円

当期製造費用 ― 〃

計 614 〃



(株主資本等変動計算書関係) 

第91期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりです。 

 市場からの買付による増加 2,000,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加 5,418株 

減少数の内訳は、次のとおりです。 

 ストック・オプションの権利行使による減少 186,000株 

 単元未満株式の売却による減少 1,600株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,077,340 2,005,418 187,600 7,895,158



(リース取引関係) 

  

 
  

  

(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(リース契約１件当り

のリース料総額が３百万円未満のリース取引を除く)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(リース契約１件当り

のリース料総額が３百万円未満のリース取引を除く)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

 
工具器具及
び備品等

車輌及び 
運搬具

合計

取得価額 
相当額 
(百万円)

279 7 287

減価償却 
累計額相当額 
(百万円)

156 4 161

期末残高 
相当額 
(百万円)

122 3 126

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込法」により算定しています。

 

工具器具及
び備品等

車輌及び 
運搬具

合計

取得価額
相当額 
(百万円)

271 11 283

減価償却
累計額相当額
(百万円)

193 5 199

期末残高
相当額 
(百万円)

78 5 84

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込法」により算定しています。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 53百万円

１年超 72 〃

合計 126 〃

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込法」により算定し

ています。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 41百万円

１年超 43 〃

合計 84 〃

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込法」により算定し

ています。

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 56百万円

減価償却費相当額 56 〃
  

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55 〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

第90期 
(平成18年３月31日)

第91期
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 退職給付引当金損金算入限度
 超過額

1,082百万円

 未払従業員賞与損金算入限度 
超過額

284 〃

 投資有価証券評価損 258 〃

 飼料事故関連諸費用引当金 222 〃

 その他 365 〃

繰延税金資産合計 2,213 〃

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △1,113 〃

 固定資産圧縮積立金 △629 〃

 退職給付信託 △599 〃

 前払飼料安定基金 △89 〃

 その他 △42 〃

繰延税金負債合計 △2,473 〃

繰延税金負債の純額 △260 〃

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 974百万円

投資有価証券評価損 258 〃

未払従業員賞与 243 〃

その他 371 〃

繰延税金資産合計 1,847 〃

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △950 〃

退職給付信託 △648 〃

固定資産圧縮積立金 △560 〃

前払飼料安定基金 △92 〃

その他 △33 〃

繰延税金負債合計 △2,285 〃

繰延税金負債の純額 △437 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

 交際費等永久に損金に
 算入されない項目

2.0

 受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目

△3.1

 住民税均等割額 1.1

 試験研究費に係る税額控除 △2.1

 ＩＴ投資促進税制による税額控除 △1.6

 その他 △0.7

  税効果会計適用後の
  法人税等の負担率

36.0  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.8

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△3.2

住民税均等割額 1.0

試験研究費に係る税額控除 △1.7

その他 △0.2

 税効果会計適用後の
 法人税等の負担率

38.1



(１株当たり情報) 

  

 

   
  

  

第90期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第91期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり純資産額 151円14銭

１株当たり当期純利益 11円92銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
11円88銭

 

 

 

１株当たり純資産額 151円06銭

１株当たり当期純利益 11円41銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
11円39銭

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

  貸借対照表の純資産の部の合計額 18,341百万円

  普通株式に係る純資産額 18,340 〃

 差額の主な内訳

   新株予約権 1百万円

普通株式の発行済株式数 129,309,932株

普通株式の自己株式数 7,895,158株

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数
121,414,774株

 

 

 

１株当たり当期純利益の算定の基礎

  損益計算書上の当期純利益 1,465百万円

  普通株式に係る当期純利益 1,465 〃

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

  普通株式の期中平均株式数 122,942,590株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳

 該当事項はありません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳

 新株予約権 351,288株

 

 

 

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益

  損益計算書上の当期純利益 1,392百万円

  普通株式に係る当期純利益 1,392 〃

  普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

   該当事項はありません。

   普通株式の期中平均株式数 121,968,895株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた当期純利益調整額の主要な内訳

 該当事項はありません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳

 新株予約権 229,332株

 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

 

該当事項はありません。

これらの詳細については、第４提出会社の状況１株式等

の状況(7)ストックオプション制度の内容に記載のとおり

です。

 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概

要

該当事項はありません。

これらの詳細については、第４提出会社の状況１株式等

の状況(8)ストックオプション制度の内容に記載のとおり

です。



(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（親会社の異動と特別利益の発生） 

平成19年５月18日、三菱商事株式会社による当社株式の公開買付が発表され、当社は、同日開催の

取締役会で本公開買付けについて賛同の意を表明しました。 

この公開買付が成立し、三菱商事株式会社の所有する議決権比率が50％を超えましたので、同社が

新たに親会社となりました。 

また、親会社の異動に伴い、会社法第135条第３項の規定に従い、当社が所有する三菱商事株式会

社の普通株式482,952株を相当の時期に処分することとなります。この場合、東京証券取引所市場第

一部における平成19年５月の終値平均2,730円ですべて処分できたとすると、特別利益として約11億

円の投資有価証券売却益を計上することとなります。 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その他有価 
証券

イオン㈱ 262,500 616

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 274 365

日清オイリオグループ㈱ 352,182 263

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 53,755 192

㈱横浜銀行 182,345 160

瀬戸埠頭㈱ 1,200 120

㈱ライフコーポレーション 67,500 103

オリエンタル酵母工業㈱ 136,070 98

㈱日清製粉グループ本社 39,569 47

㈱エビス商事 36 43

その他(31銘柄) 926,775 334

計 2,022,206 2,346



【有形固定資産等明細表】 

  
 

(注) 1 当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。 

   
     2 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額です。 

  
3 当事業年度より、改正後の財務諸表等規則に基づき、従来の「営業権」は、「のれん」と表示しています。 
  
  

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 8,160 86
148
(81)

8,098 4,973 224 3,124

 構築物 2,249 3
366
(78)

1,885 1,552 43 333

 機械及び装置 20,013 556
1,652
(164)

18,918 15,105 831 3,813

 車輌及び運搬具 148 ― 15 133 125 1 7

 工具器具及び備品 1,222 51
18
(0)

1,254 1,071 61 183

 土地 2,377 ― 63 2,314 ― ― 2,314

 建設仮勘定 1 236 230 7 ― ― 7

有形固定資産計 34,173 933
2,494
(323)

32,612 22,827 1,163 9,784

無形固定資産

 のれん 47 ― ― 47 33 9 13

 特許権 0 ― ― 0 0 0 0

 商標権 1 ― ― 1 ― ― 1

 ソフトウェア 613 161 29 745 254 132 491

 電話加入権 17 ― 0 17 ― ― 17

 施設利用権 2 ― 0 1 1 0 0

 ソフトウェア仮勘定 65 154 150 69 ― ― 69

無形固定資産計 747 316 180 883 289 142 594

長期前払費用 726 309 43 992 284 97 708

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 志布志工場 飼料製造設備増設工事 46百万円

機械及び装置 志布志工場 飼料製造設備増設工事 240百万円



【引当金明細表】 

  

 
(注)  貸倒引当金の当期減少額(その他) 80百万円は、洗替計算によるものです。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 782 136 470 80 367

投資損失引当金 128 ― ― ― 128

飼料事故関連諸費用引当金 550 ― 550 ― ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 

② 受取手形 

  

 
  

期日到来別内訳は次のとおりです。 

  

 
  

③ 売掛金 

  

 
  

売掛金の回収並びに滞留状況 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 3

預金

当座預金 3

普通預金 405

別段預金 2

小計 411

計 415

 

相手先 金額(百万円)

㈱肉の神明 678

㈱エビス商事 566

江夏商事㈱ 396

㈱コーラ 161

ニチモウ㈱ 149

その他 1,363

計 3,316

計(百万円) ４月(百万円) ５月(百万円) ６月(百万円) ７月以降(百万円)

3,316 928 1,573 420 393

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 1,736

九州ノーサン商事㈱ 1,397

東北ノーサン商事㈱ 1,107

協同飼料㈱ 830

関東ノーサン商事㈱ 705

その他 12,393

計 18,171

前期繰越高 当期発生高 当期回収高 期末残高 回収率(％) 平均滞留期間(日)

14,402 164,563 160,793 18,171 89.8 36.1



(注) 回収率並びに平均滞留期間の算出方法は次のとおりです。 

回収率＝当期回収高÷(前期繰越高＋当期発生高) 

 
  

④ たな卸資産 

  

 
  

⑤ 関係会社短期貸付金 

  

 
  

ｂ 固定資産 

① 関係会社株式 

  

 
  

平均滞留期間＝
前期繰越高＋期末残高

÷
当期発生高

２ 365

科目 内訳 数量(トン) 金額(百万円)

商品

ヨード卵 26

ヨード卵関連商品 29

その他 237

小計 293

製品

鶏用飼料 1,703 65

豚用飼料 2,740 123

牛用飼料 2,993 130

魚用飼料 1,989 287

その他 805 59

小計 10,231 667

原材料

トウモロコシ 45,129 1,241

マイロ 14,254 399

大豆粕 3,980 147

魚粉 2,275 293

脱脂粉乳 351 103

その他 556 1,113

小計 66,548 3,298

仕掛品 飼料等半製品 911

貯蔵品 機械備品他 111

計 5,282

相手先 金額(百万円)

㈱ノーサン・エミー 708

㈱阿蘇高原ファーム 468

㈱九州ノーサンファーム 335

㈱北海道中央種鶏場 316

ペットライン㈱ 265

その他 36

計 2,129

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 1,320

㈱ジャパンファーム 900

フードリンク㈱ 527

房総ファーム㈱ 480

ときめきファーム㈱ 300

その他 1,456

計 4,984



② 関係会社長期貸付金 

  

 
  

ｃ 流動負債 

① 買掛金 

  

 
  

② 短期借入金 

  

 
  

③預り金 

  

 
    

ｄ 固定負債 

① 長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

特記する事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

ペットライン㈱ 937

㈱阿蘇高原ファーム 400

㈱九州ノーサンファーム 115

その他 55

計 1,509

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 6,352

伊藤忠飼料㈱ 882

日清丸紅飼料㈱ 716

協同飼料㈱ 694

新東亜交易㈱ 616

その他 7,355

計 16,617

相手先 金額(百万円)

㈱横浜銀行 2,200

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,050

農林中央金庫 760

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 640

計 4,650

内訳 金額(百万円)

関係会社余資預り金 1,990

売上割戻し 489

保証積立金 268

その他 263

計 3,011

相手先 金額(百万円)

㈱横浜銀行 1,164

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 910

富国生命保険相互会社 668

農林中央金庫 635

住友信託銀行㈱ 426

その他 1,157

計 4,961



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）１ 平成19年６月22日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおり

となりました。 

  当会社の公告方法は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経済新聞に掲載して行う。 

  公告掲載URL http://www.nosan.co.jp 
  
   ２ 平成19年３月31日現在の定款の定めでは次のとおりです。 

  当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利のみ行使でき、これ以外の権利を行使

できない。 

  １．会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

  ２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

  ３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  ４．前条に定める請求をする権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、１単元未満表示株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店
野村證券株式会社       全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料

株券不所持の場合の新券交付
 印紙税相当額に100円を加えたもの 
株券の喪失または汚損、毀損の場合の新券交付 
 印紙税相当額に100円を加えたもの 
その他の新券交付 
 無料

単元未満株式の買取・買増

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店
野村證券株式会社       全国本支店

  買取り・買増し手数料

以下の算式により１単元当りの金額を算定し、これを買取りまたは買増した単元未
満株式の数で按分した金額 
(算式) 
１株当りの買取りまたは買増した価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 
100万円以下の金額につき         ：1.150% 
100万円を超え500万円以下の金額につき   ：0.900% 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき  ：0.700% 
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき：0.575% 
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき：0.375% 
(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。) 
ただし、１単元当りの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 （注）１

株主に対する特典

毎年３月31日現在、株主名簿記載の株主に年１回、「ヨード卵・光」引換券を贈呈

 1,000株以上 3,000株未満：５枚
 3,000株以上10,000株未満：10枚 
10,000株以上            ：15枚



  

第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第90期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月23日関東財務局長に

提出。 

  

(2) 自己株券買付状況報告書 

平成18年８月４日関東財務局長に提出。 

  

(3) 自己株券買付状況報告書 

平成18年９月８日関東財務局長に提出。 

  

(4) 半期報告書 

事業年度 第91期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月25日関東財務局長

に提出。 

  

(5) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

を平成19年６月18日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

平成１８年６月２３日

日本農産工業株式会社 

   取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日本農産工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、日本農産工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上

  

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  寺  本     哲  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  鐵     義  正  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  大  竹     栄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しています。



独立監査人の監査報告書 

平成１９年６月２２日

日本農産工業株式会社 

   取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日本農産工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、日本農産工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上

  

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  寺  本     哲  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  神  尾   忠  彦  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  大  竹     栄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しています。



独立監査人の監査報告書 

平成１８年６月２３日

日本農産工業株式会社 

   取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日本農産工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第90期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本農産工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以  上

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  寺  本     哲  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  鐵     義  正  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  大  竹     栄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しています。



独立監査人の監査報告書 

平成１９年６月２２日

日本農産工業株式会社 

   取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日本農産工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第91期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行

った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本農産工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以  上

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  寺  本     哲  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  神  尾  忠  彦  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  大  竹     栄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しています。
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